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第7章 技術及びシステムの研究開発

第1節 概 況

近年,社 会経済の進展とともに情報の果たす役割が飛躍的に高まってきて

お り,情 報流通の主要な担い手である電気通信の役割はますます重要なもの

となってきている。我が国の電気通信は,電 子通信技術の急速な進歩に伴い

高度な発展を遂げてお り,今 日では,世 界の トップレベルに達 しているが,

更に利便性を求める国民のニーズは強 く,こ れにこたえるため新しい技術や

システムの研究開発が積極的に進められている。

まず,電 気通信,情 報の高速処理を支える基礎技術として大規模集積回路

の開発が進められてお り,コ ソピュータ,通 信機器等電気通信全般にわたる

各種装置の小型軽量化,高 信頼化に大きく貢献することが期待されている。

また,よ り高速かつ低消費電力のジョセブソン素子,薄 膜磁性体の三元合金

薄膜を用いた光磁気デ ィスク等の研究開発が進められてお り,さ らに,人 間

の音声や文字を用いてコンピュータ等への入出力を可能とするためのパター

ン情報処理の研究が進められている。

広範な先端的技術を結集することによって目的が達成される宇宙通信分野

では,昭 和58年2月 及び8月 に打ち上げられた 「さくら2号 一a」 及び 「さ

くら2号 一b」 により初めて実用に供される通信衛星が実現 し,多 様な利用

目的に応 じた宇宙開発が展開されつつある。衛星通信の研究については,衛

星の管制技術,衛 星の最適軌道配置等の研究開発が行われている。

電磁波有効利用技術の分野では限られた資源である周波数の開発と利用効

率向上のため,光 領域を含めた40GHz以 上の未利用周波数帯の実用化の研

究や,既 に利用されている周波数帯におけるディジタル陸上移動通信方式,

スペクトラム拡散地上通信方式等の新しい通信方式,周 波数共用技術のため
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の研究が続けられている。また,50GHz帯 の簡易無線局,パ ーソナル無線,

漁業新通信システム等が実用化された。

放送の分野では,多 重化の研究が進められた結果,テ レビジョソ文字多重

放送についてパターン伝送方式により58年10月 から放送が開始されてお り,

さらにコー ド伝送方式についての研究が進められて いる。12GHz帯 衛星テ

レビジョン放送は,59年2月 に打ち上げられる放送衛星2号 により実用化さ

れる予定であ り,ま た災害時における緊急情報を迅速かつ正確に住民に周知

する手段 として,ラ ジオ ・テ レビ放送を利用した緊急警報放送システムの実

用化へ向けての検討が進められている。

次に,有 線電気通信分野では,デ ィジタル網を形成する上での基本技術で

ある網同期方式 とデ ィジタル同期端局装置が開発 された。光 ファイバケープ

ル伝送方式は実用化の段階を迎え,57年 度には,単 一光ファイバケーブルを

用いた北海道から九州に至る日本縦貫の400Mb/sの デ ィジタル伝送路の建

設が開始された。このほかオフィスにおける情報通信システムについて利用

面か ら見た技術的,制 度的検討が進められている。

本章では,こ のような電気通信に関す る技術及びシステムの研究開発につ

いて,我 が国の関係研究機関等において進められている主なものを以下に述

べることとする。

これらの研究開発を行っている我が国の代表的な機関としては,次 のもの

がある。

郵政省の附属機関として電波研究所があ り,そ の規模としては研究者257

名(57年 度末現在。以下同じ。),57年 度予算は約44億 円である。電電公社

には,研 究開発本部のほか,武 蔵野,横 須賀,茨 城及び今年度に開設された

厚木の各研究所があ り研究者総数2,900名,57年 度予算約859億 円となって

いる。NHKに は,総 合技術研究所及び放送科学基礎研究所があ り,両 所合

わせて研究者345名,57年 度予算約49億 円である。国際電電研究所は,研 究

老182名,57年 度研究費約77億 円である。

一方,研 究機関には属さないが,郵 政省の附属機関 として電波技術審議会
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があ り,24名 の委員及び190名 の専門委員によって,電 波の規律に必要な技

術に関する事項について調査審議が行われている。また,電 気通信審議会技

術部会は58年3月25日 設置され,7名 の委員及び12名 の専門委員によって,

電気通信に関する事務(電 波及び放送の規律に関するものを除く。)のうち技

術的事項について調査審議が行われている。

第2節 基 礎 技 術

1大 規模集積回路

大 規 模 集 積 回路 は,コ ソ ピ ュー タ,通 信 機 器 等電 気 通 信 技 術 全般 にわ た る

各 種 装置 の小 型 軽 量 化,経 済 化,高 信頼 化 に 大 き く貢 献す る こ と が期 待 さ

れ,そ の高 集積 化 の た め の 研 究 開発 が進 め られ てい る。 現 在,64kbLSIメ

モ リの情 報 処 理 装 置 へ の 導 入 が進 ん でお り,さ らに,電 電 公社 にお い て は,

1Mb以 上 の大 容量 メモ リの 開 発 が進 め られ て い る。 また,20Kゲ ー ト規 模

の プ ロセ ッサ等VLSIの 開 発 が進 め られ る と と もに,デ ィジタ ル 通 信 用 諸

装置 へ の適 用 を 目的 と した 通信 制 御 用LSI,フ ァイ ル制 御用 の論 理LSI等

の 導入 が進 め られ て い る。

加工 技 術 と して は,電 電 公 社 に お い て最 小 パ タ ー ン幅0.5μmの 微 細 化 プ

冒セス に 適 した 電 子 ビー ム露 光 技 術 及 び 素子 ・回路 設 計 製 作技 術 の 高 度化 ・

自動 化 等 の 研 究 が 進 め られ,超LSIプ ロセ ス技 術 の確 立 を 図 って い る。

2ジ ョセ ブ ソ ン素 子

ジョセブソン素子は,超 伝導体の間を酸化物等で接合させた構造を有し,

極低温状態で接合部を流れる電流を増減させることにより零電圧状態(0)

と電圧状態(1)の 間を高速で遷移する機能を有する。この素子は,従 来の

半導体素子よりも格段に高速かつ低消費電力という高性能が期待され,コ ソ

ピュータ等の高速処理化に大きく貢献することが予測され,素 子製作技術,
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高密度化技術等の研究が進められている。

電電公社においては1Kbメ モリの試作が行われ,集 積化技術の検討が進

められている。また,演 算回路についても16ビ ット加算回路の基本要素が試

作され,超 高速コソピュータの実現を目指 して回路設計,製 作技術及び実装

技術の研究開発が進められている。

3薄 膜磁性体

薄膜磁性体は,不 揮発性メモリを実現できるとい う磁性体特有の性質のほ

か,集 積化や大面積化等の点で製造性に優れており,ま た高密度記録及び高

速動作が可能なことから,早 くからメモリ用材料 としての研究が行われてい

る。

国際電電では,光 で記録再生する光磁気メモリが将来の高密度大容量 メモ

リとして期待できることか ら,そ の実現のため大面積で均一な高性能記録媒

体の開発が進められてきた。その結果,既 にアモルファスのガ ドリニウム ・

テルビウム・鉄か らなる三元合金薄膜が開発され,半 導体 レーザに よる記録

再生実験に成功し,1cm2当 たり約20Mbの 記録密度,1MHzの 記 録 再

生速度でC/N値 として40dBが 得られている。

57年度は,光 磁気デ ィスクの実用化を目指 し,記 録媒体の性能向上ととも

に,ラ ンダムアクセスに必要な溝付デ ィスク媒体や光学ヘヅドの小形化に重

点を置いて開発が進められた。記録媒体については,記 録層に干渉層,反 射

層を設けた多層構造により,C/N値 として45dB以 上を達成できた。また,

溝付ディスク基板上での特性も同様の結果が得られ,ピ ット誤 り率は10-4～

10璽5の範囲であった。

これらの結果を踏まえて,デ ィジタル信号で画像情報の入 出 力 実 験を行

い,フ ァクシ ミリ等を入出力装置としたランダムアクセスが可能で,大 容量

の画像ファイルメモ リとして実用可能であることが確認された。さらに,将

来はコソピュ・一タ用等に使えるディジタル符号メモ リの実用化のため,媒 体

の性能向上のための研究開発が進められている。
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4パ ターン情報処理

コソピー一タの入出力や交換機への信号送出は,タ イプライタや電話機の

ダイヤル等により行われているが,こ れを人間の自然なコミューケーシ ョン

手段である音声や文字を用いて可能 とするためのパターン情報処理の研究が

進められている。パターン情報処理には"機 械が人間の言葉を理解する"音

声認識,"機 械が合成音で話をする"音 声合成及び"手 書きや印刷の文 字を

認識する"文 字認識等がある。

電電公社においては,音 声認識の方法として,入 力された音声の周波数ス

ペクトルパターンを標準パターンと比較分析し,単 語を識別する方式が研究

されている。研究は特定の話し手の特徴を計算機に記憶させて認識する方式

から不特定の話 し手の言葉を理解する不特定話者認識法,さ らに,単 語の認

識から連続的に発声される言葉の認識へと方向を進展している。

音声合成については,従 来のパーコール方式よりも更に少ない情報から音

を合成するLSP方 式が採用されている。また,漢 字 ・かな混りの日本語テ

キス トを解析して,読 みやアクセント,イ ントネーションを付与し,人 間の

ように朗読する装置を実現するための研究が行われている。

文字認識については,活 字及び手書きの数字,英 字,カ ナ文字認識法が開

発され,現 在は,活 字漢字,手 書漢字の認識技術及びファクシミリ入力の文

字認識技術が急速に進歩しつつある。文字の識別方法としては,文 字線と背

景の白地の両方から文字の特徴を抽出して識別する位相構造 化 法 が 開発さ

れ,印 字及び手書きの英字,数 字,カ ナ文字を対象とした高性能で経済的な

文字読取方法として,デ ータ通信用端末装置に適用されている。また,位 相

構造化法の特徴抽出能力の強化を図 り,低 品質の印刷文字読取 りに適した位

相特徴分布法が開発され,装 置の開発が進められている。
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第3節 宇 宙通信 システ ム

1宇 宙通信の現状

(1)国 際 動 向

ア.イ ソテ ル サ ッ ト

イ ンテ ル サ ッ ト(国 際電 気 通 信 衛 星 機 構)は,109か 国 が 加 盟(1983年3

月 現 在)し て お り,1965年 に 業 務 を 開 始 して 以来,現 在 もそ の 扱 う トラ ピ ッ

ク量 は 着 実 に増 加 して い る。 現 在 の シ ステ ムは6/4GHz帯 を 使 用 す るIV号

系 衛 星(電 話4,000チ ャン ネ ル及 び テ レ ビジ ョン2チ ャ ソネ ル)及 びIV号A

系 衛 星(電 話6,000チ ャソ ネ ル及 び テ レ ビジ ョン2チ ャ ン ネル),そ し て 新

た に14/11GHz帯 も使 用す るV号 系 衛 星(電 話12,000チ ャ ソ ネル 及 び テ レ

ビ ジ ョ ン2チ ャン ネ ル)に よ り構 成 され て い る。V号 系 衛 星 の 改 良 型 で あ る

V号A系 衛星(電 話14,000チ ャン ネ ル及 び テ レ ビジ ョソ2チ ャソ ネル)も 打

ち上 げ られ る予 定 で あ る。 サ ー ビス に 関 して は 従 来 の 電 話 及 び テ レ ビジ ョン

伝 送 のほ か に,高 速 デ ー タ 回線 を 小 型 地 球 局 を 用 い て 提 供 す る ビジ ネス サ ー

ビス の検 討 も開 始 され た 。

今 後,大 西 洋 に お い て大 幅 に増 大 す る トラ ヒ ックに 対 処 す るた め,1986年

には,W号 系 衛 星(電 話33,000チ ャ ンネ ル 及 び テ レビ ジ ョン4チ ャソ ネル)

が打 ち 上 げ られ る予 定 とな って い る。VI号 系 衛 星 は,6/4GHz帯 及 び14/11

GHz帯 を 使 用 し,6/4GHz帯 で は6重 の 周 波 数 再 利 用 を 行 う ほ か 新 た に

SS/TDMA(衛 星 内切 換 え を伴 う時 分 割 多元 接 続)方 式 を 遂 入 す る予 定 で あ

る。

イ.イ ン マル サ ッ ト

1976年,米 国は,三 大 洋 上 に マ リサ ッ ト衛 星 を 打 ち 上 げ,以 来 各 大 洋 上 を

航 行 す る船 舶 と陸 との間 に お い て 電 話,テ レ ックス 等 の 通 信 サ ー ビスを 提 供

して きた が,こ のサ ー ビス は1982年2月1日 を も って ・ イ ンマ ル サ ッ ト(国
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際 海 事 衛 星 機 構)に 引 き継 がれ た 。 トラ ピ ッ ク量 は 大 西 洋 に お い て 最 も多

く,容 量 の 小 さな マ リサ ッ ト衛 星は 大 西 洋 海域 にお い て はESA(欧 州 宇 宙

機 関)の マ レ ックス 衛 星 に,ま た,イ ン ド洋海 域 に お い て は イ ンテ ルサ ッ ト

V号 系 衛 星 に搭 載 され たMCS(海 事 通 信 サ ブ シス テ ム)に 替 え られ た 。 他

の マ リサ ッ ト衛 星 も マ レ ックス 衛星 又 はMCSに 替 え られ る と と もに,軌 道

上 予備 機 も整 備 され る予 定 で あ る。

また,増 大 す る トラ ピ ックに対 処 す るた め,1988年 ご ろに は 第二 世 代 のイ

ソマ ルサ ッ ト衛 星 が 必 要 とな る の で,現 在,衛 星 シス テ ム の検討 が進 め られ

て い る。

ウ.米 国

米 国 で は,1974年 以 来,6/4GHz帯 を使 用 し電 話や テ レ ビジ ョン伝送 等 を

行 うた め の ウ ェス タ ー衛 星,サ トコム衛 星,コ ムス ター 衛 星,そ して14/12

GHz帯 を 使 用 しユ ーザ ー が直 接,衛 星 に ア クセス して 高速 デ ィジ タ ル 通信

を 行 うた め のSBS衛 星 の各 シ リー ズが 打 ち 上 げ られ て きた 。

また,1983～84年 ご ろに はGス ター 衛 星,ギ ャラ ク シー 衛星,ス ペ ー ス ネ

ッ ト衛 星 等 が打 ち上 げ られ,従 来 の 電話 や テ レ ビジ ョンに加 えてSBSと 同

様 のサ ー ビス も提 供 され る予 定 で あ る 。

衛 星 放 送 に 関 して は,1974年 に 打 ち 上 げ られ た 応 用 技 術 衛 星ATS-6に

よ り2.6GHz帯 及 び800MHz帯 を 使 用 し世 界 で初 め て の 衛 星放 送 実験 が行

わ れた 。1982年 には12GHz帯 を 使 用す る直 接 衛 星 放 送 の計 画 につ い て,8

社 の衛 星 放 送 計 画 が 認可 され た。

エ.ソ 連

ソ連 で は,1/0.8GHz帯,4.1/3.4GHz帯 又 は6/4GHz帯 を使 用 す る周

回軌 道 の モ ル ニ ア衛 星 及 び6/4GHz帯 を 使用 す る ラ ドガ衛 星,ゴ リ ゾソ ト

衛 星 に よる通 信 サ ー ビスが 行わ れ てお り,700MHz帯 を 使 用す る エ ク ラン

衛 星 に よ り共 同受 信 の た め の放 送 が行 わ れ て い る。

ま た,ソ 連,東 欧 等13か 国(1982年11月 現 在)の 加 盟 す る国 際通 信 のた め

の 組織 とし て イ ン タ ース プ ー トニ クが あ る が,こ れ に は ソ連 の ゴ リ ゾン ト衛
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星 が 使 用 され て お り,電 話 や テ レ ビジ ョン等 の通 信 サ ー ビスが 行 わ れ て い

る。

さ ら に,捜 索 救 難 通 信 の た め のCOSPAS/SARSAT計 画 の 一環 と し て,

COSPAS衛 星2機 が 打 ち上 げ られた 。

オ.カ ナ ダ

カ ナ ダ は,世 界 に先 駆 け1972年 に 国 内 衛 星 通 信 シ ス テ ム の 運 用 を 開 始 し

た 。 現 在,6/4GHz帯 を使 用 す る ア ニ クA衛 星3機 及 び6/4GHz帯 と14/12

GHz帯 を 使 用 す る ア ニ クB衛 星 の計4機 に よ リサ ー ビス が 提 供 され て い る。

1982年 か ら ア ニ クA,B衛 星 の替 わ り とし て,6/4GHz帯 を使 用 す る ア ニ

クDシ リー ズの 初 号 機 及 び 南部 の通 信需 要 に応 じるた め14/12GHz帯 を 使

用 す る ア ニ クCシ リーズ を 打 ち 上 げ て い る。

また,衛 星 放 送 に 関 して カナ ダは 米 国 と共 同 し,1976年 通 信 技 術 衛 星CTS

を 打 ち上 げ,12GHz帯 では 世 界 で初 め て の衛 星 放 送 実 験 を 行 った 。

カ.イ ン ドネ シ ア

イ ソ ドネ シ ア で は,1976年 か ら6/4GHz帯 を 使 用 す る パ ラ パA衛 星2機

を 用 い た 通 信 衛 星 シ ステ ムを 運 用 して お り,そ の 中継 器 の 一 部 を フ ィ リ ピ

ン,マ レイ シ ア,タ イ に賃 貸 して い る。 また1983年6月 に は6/4GHz帯 を

使 用 す る次 世 代 の パ ラパBを 打 ち 上 げ た 。

キ.フ ラ ソ ス

フ ラ ンス は,1984年 に テ レ コム1衛 星 を 打 ち上 げ る 計 画 で あ る。 この 衛 星

に ょ り14/11GHz帯 を 使 用 す る国 内又 は 西 ヨ ー ロ ッパ諸 国 に対 す る 通 信 サ

ー ビス
,6/4GHz帯 を 使 用 す る海 外 領 地 に対 す る通 信 サ ー ビス及 び8/7GHz

帯 を 使 用 す る政 府 用通 信 を行 う。

ま た,1985年 に は,12GHz帯 に よ る個 別 受 信 を 目的 と した 放 送 衛 星TDF

-1の 打上 げ を計 画 して い る
。

ク.英 国

英 国 は,1986年 ごろ にUNISAT衛 星 を 打 ち 上 げ,12GHz帯 を 使 用 す る

放 送 及 び14/12GHz帯 を 使 用 す る通 信 を行 う計 画 で あ る 。
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ケ.そ の 他 の 国 々

イ ン ドは,1982年 か らイ ンサ ッ ト1を 打 ち 上 げ て い る。

また,オ ース トラ リア,中 国,コ ロン ビア,ブ ラジ ル等 の 国 々 に おい て も

通 信 衛 星 を 打 ち 上 げ る計 画 が進 め られ て い る。そ して,イ ソテ ルサ ッ ト衛 星

の 中継 器 の 一 部 を 国 内通 信 用 に賃 借 りし国 内通 信 の改 善 に充 て る 国 も増 加 し

てい る。

衛 星 放送 に 関 して は,12GHz帯 を使 用 し個 別 受 信 を行 う計 画 が 西 独,イ

タ リア 等 に お い て,2。6GHz帯 を 使 用 し共 同受 信 を 行 う 計 画 が イ ン ド及 び

ア ラ ブ衛星 通 信 機 構(ア ラブサ ッ ト機 構)に お い て進 め られ て い る。

コ.地 域 通 信

ヨー ロ ッパで は,欧 州電 気通 信 衛 星 機 構(ユ ー テ ルサ ッ ト)が 設 立 され て

お り,1983年 に14/11GHz帯 を 使 用 す る通 信 衛星ECS-1を 打 ち 上 げた 。

ま た,ア ラブ諸 国 に お い て は ア ラブサ ッ ト機 構 が 設立 され てお り,6/4GHz

帯 を 使 用 す る通 信 及 び2.6GHz帯 を 使 用す る放 送 を行 うア ラブサ ッ ト衛 星

の打 上 げ を 計 画 して い る。

サ.国 際 電 気 通 信連 合

国 際 電 気 通 信連 合(ITU)は,1963年 以 来,宇 宙 通 信 に関 連 す る 規定 の整

備 を 行 って きて い る。

1979年 に 開催 され た 世 界 無 線 通信 主 管 庁 会 議(WARC-79)に お い て は,

宇 宙 通信 に関 す る技 術基 準,周 波 数 分 配 表 等 が従 来 の もの か ら大 幅 に改 正 さ

れ た。 また,放 送 衛 星 の軌 道 位 置 及 び 周 波 数 の割 当計 画 は,ア ジア,ア フ リ

カ及 び ヨ ー ロッパ 地 域 に 関 して1977年 の世 界無 線 通 信主 管 庁 会 議(WARC-

BS)に お い て 作成 され てお り,残 る 南北 ア メ リカ地 域 に 関 して は1983年 夏

に開 催 予 定 の 地 域 無線 通 信 主 管 庁 会 議(RARC-83)に おい て作 成 され る こ

と とな って い る。

主要な通信 ・放送衛星の静止軌道上配置は,

る。

第2-7-1図 の とお りで あ
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第2-7-1図 主要な通信 ・放送 衛星 の静止軌道上配置(計 画中の

衛星を含む)
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(2)国 内 動 向

ア.宇 宙開発体制9ぴE

我が国の宇宙開発は,宇 宙開発委員会が行 う総合的な企画調整に基づき,

郵政省,科 学技術庁等関係各省庁が推進してお り,宇 宙開発事業団及び文部

省宇宙科学研究所が国立試験研究機関及び電電公社,NHK等 の関係機関の

協力を得て開発を実施している。

宇宙開発委員会は,我 が国の宇宙開発がこれまでの技術の蓄積の結果,科

学研究及び実利用の両分野にわたって多様かつ本格的な活動を展開 し得る基

盤が整ってきたことから・53年3月,今 後15年程度の間に遂行する宇宙開発
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の基本的枠組と方向を示 した 「宇宙開発政策大綱」を策定した。

現在における具体的な宇宙開発活動は,宇 宙開発委員会が,宇 宙開発に関

する内外の情勢,宇 宙開発政策大綱の趣旨,国 内の研究及び開発の進ち ょく

状況,宇 宙の利用に関する長期的な見通し等を踏まえて,毎 年度に策定する

「宇宙開発計画」に従って進められている。

イ.科 学分野の開発

宇宙科学研究所は,45年2月 に我が国初の人工衛星 「おおすみ」を打ち上

げて以来,各 種の科学衛星計画を進めている。同研究所では,53年9月 に打

ち上げた第6号 科学衛星(EXOS-Brじ きけん」),54年2月 に 打ち上げた

第4号 科学衛星(CORSA-b「 はくちょう」),56年2月 に打ち上 げ た 第7

号科学衛星(ASTRO-A「 ひのとり」)及び58年2月 に打ち上げた第8号 科

学衛星(ASTRO-B「 てんま」)の運用を行ってお り,電 子密度,粒 子線,

プラズマ波,X線 等各種宇宙観測に多大の成果を上げている。

ウ.実 利用分野の開発

宇宙開発事業団は,実 利用の分野における人工衛星開発,ロ ケット開発及

び打上げを行ってお り,各 種の実用衛星システムの実現に不可欠な基礎技術

を確立するため,N-1ロ ケットにより50年9月 に技術試験衛星1型(ETS

-1「 きく」)を 打ち上げたのをはじめ,電 離層観測衛星(ISS「 うめ」及び

ISS-b「 うめ2号 」),我 が国初の静止衛星 となった技術試験衛星H型(ETS

-H「 きく2号 」)及 び大電力を必要とする人工衛星等に共通な技術の開 発

能力を高めるな どのための技術試験衛星皿型(ETS一 皿 「きく4号 」)を 打

ち上げた。

また,本 格的実用衛星の開発を 目指 し,52年 から53年にかけて米国航空宇

宙局(NASA)の 協力を得て,静 止気象衛星(GMsrひ まわ り」),実 験 用

中容量静止通信衛星(CS「 さくら」)及 び実験用中型放送衛星(Bsrゆ り」)

をデルタ2914型 ロケットにより打ち上げ,そ れぞれ所定の静止軌道に投入す

ることに成功した。

これらの衛星は,宇 宙開発事業団,気 象庁,郵 政省電波研究所,電 電公社
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及 びNHKに よ り運 用 され,人 工 衛 星 の開 発,打 上 げ,利 用 に関 す る基 礎 技

術 の 習 得 等 に お い て ほ ぼ所 期 の成 果 を 上 げ て い る。

さ らに,我 が 国 の打 上 げ 能 力 の向 上 を 図 るた め,N-1ロ ヶ ッ トを 改 良大

型 化 したN-■ ロケ ッ トを 開 発 し,こ の 初 号 機 に よ り56年2月 に 技 術 試 験 衛

星IV型(ETS-IVrき く3号 」),56年8月 に は 同 じ くN-Hロ ケ ッ ト2号 機

に よ り静 止 気 象 衛 星2号(GMS-2「 ひ まわ り2号 」),58年2月 に はN-1

ロ ケ ッ ト3号 機 に よ り通 信 衛 星2号 一a(CS-2a「 さ くら2号 一a」),さ ら

に8月 に はN-Hロ ケ ッ ト4号 機 に よ り通 信 衛 星2号 一b(CS-2brさ く

ら2号 一b」)が 打 ち 上 げ られた 。

エ.今 後 の動 き

今後 の宇 宙 開 発 は,科 学 研 究 分 野 に お い て は,第9号 か ら第11号 まで の 科

学 衛 星 の開 発 を 行 うこ と,実 利 用 の 分 野 に お い て は,放 送 衛 星2号(BS-

2a,2b),静 止 気 象 衛 星3号(GMS-3),海 洋 観 測 衛 星1号(MOS-1),

技 術 試 験 衛 星V型(ETS-V)及 び 通 信 衛 星3号(CS-3a,3b)の 開 発 を

進 め る と と もに,放 送 衛 星3号(BS-3)の 開 発研 究 を行 って い る。

「おおすみ」の打上げ以来,十 余年を経過 した我が国の宇宙開発は,科 学

研究及び実利用の両分野にわたって着実な進展を遂げ,今 や人工衛星打上げ

のための基礎技術の確立の段階から多様な利用目的に基礎を置いた宇宙開発

を展開する段階に入りつつある(第2-7-2表 及び第2-7-3表 参照)。

特に,通 信 ・放送の分野では,CS-2・BS-2に 続 く第二世代の実用通信

・放送衛星の技術的検討及び利用方法の検討が進められるなど通信 ・放送衛

星の実用化施策が積極的に進められている。

2実 験用通信衛星の運用

実験用中容量静止通信衛星(csrさ くら」)は,社 会経済活動の進展に伴

う国内通信需要の増大 と利用形態の多様化に対処するため,実 用通信衛星シ

ステムの導入に必要な技術を開発し,技 術基準の確立を図ることなどを目的



第2-7-2表 実利用分野 の人工衛星

区 分

宇

宙

開

発

事

業

団

実

績

衛 星

技 術試 験 衛星1型

(ETS-1)
「き く」

電離層観測 衛星
(ISS)
「うめ一

技 術試験衛星H型

(ETS-H)
「き く2号 」

静止気象衛星
(GMS)

「ひ まわ り」

実験用中容量静止
通信衛星(CS)

「さくら」

電 離 層 観測 衛星

(ISS-b)
「うめ2号 」

実験用中型放送衛
星(BS)

「ゆ り」

ミ ソ シ ョ ン

ロケッ ト打上げ技術の確認,衛 星追跡

管制技 術の習得,伸 展 アンアナの伸展
実験 等

電離層の臨界周波数の世界的分布,電
波雑音源の世界的分布等の観測

静止軌 道への投入技術の習得,軌 道姿
勢の測 定及 び保持技術の習得,衛 星搭
載機器の性能試験等

地球 大気開発計画(GARP)へ の参
加協力,気 象衛星に関する技 術開発,

気象業務の改善

衛星に よる通信 システ ムの運用技術の
確立等

電離層観測衛星(ISS)「 うめ」 に同
じ

衛星に よる放送 システ ムの運用技術の
確立等

技騰 罪 瞳
る羅 雛能確認宇宙機器

重 量

(㎏)

82

139

130

315

340

141

355

638

軌 道

形 状

円

円

真㎞鼻1轡
980

1,100

990

1,010

47

70

静 止 軌 道
(東経130。)

静 止 軌 道
(東経160。)

静 止 軌 道
(東経150。)

円
980

1,220
70

静 止 軌 道(東経
110。)

長だ円
220

35,820
28.5

打 上 げ

ロ ケ ッ ト

N-1

N-1

N-1

デ ル タ
2914

(米)

デ ル タ
2914

(米)

N-1

デ ル タ
2914

(米)

N-H

打 上 げ

時 期

50.9.9

51.2.29

52。2.23聡
刈

52.7.14

52.12.15

53.2.16

メ

刈1

㊦

53.4.8

1

56.2,11認
ヨ

1



宇

宙

開

発

事

業

団

実

績

計

画

静止気象衛星2号(
GMS-2)

「ひまわ り2号 」

技術試験衛星 皿型
(ETS一 皿)
「き く4号 」

通 信 衛 星2号 一a

(CS-2a)

「さ くら2号 一a」

通 信 衛 星2号 一b

(CS-2b)
「さ くら2号 一b」

放 送 衛 星2号 一a

(BS-2a)

静止気象衛星3号

(GMS-3)

放送衛星2号 一b
(BS-2b)

測地実験機能部

(H-1ロ ケッ ト性能確認用ペ イロー ドの一部)

(

アマ チ ュア衛 星

(JAS-1)

〃 )

気象衛星に関する技術開発,気 象業務
の改善

大電力を必要とする人工衛星等に共通
な技術の開発,宇 宙機器に関する搭載
実験等

通信衛星に関する技術開発,通 信需要
に対処

"

放送 衛星 に関す る技術開発,テ レビジ

ョン放送 の難視聴解消等

気象衛星に関する技術開発,気 象業務
の改善

放 送 衛 星2号 一a(BS-2a)に 同 じ

H-1ロ ケ ッ トの性能確認

日本測地原点の確立,離 島位 置の決定
等

複数衛星打上げ に関す る基礎実験,ア
マチュア無線の中継

296

385

347

347

約350

約300

約350

約675

約50

静 止 軌 道
(東経140。)

だ円
970

1,230

45

静 止 軌 道(東経
132。)

静 止 軌 道(東経
1360)

静 止 軌 道
(東経110。)

静 止 軌 道
(東経140。)

静 止 軌 道

(東経lIO。)

円

円

1,500

1,500

50

50

N一 π

N-1

N-H

N-H

N-H

N-1

N-H

H-1
2段 式

試 験機

"

1

56.8.11器 の

1

57・9・3黙

N

58・2・4恥

58.8.6事

58年度

59年度

60年度

60年 度

60年 度



宇

宙

開

発

事

業

団

計

画

海洋観測衛星1号(
MOS-1)

技術試験衛星V型
(ETS-V)

通 信 衛 星3号 一a

(CS-3a)

通信衛星3号 一b
(CS-3b)

海洋面の色及び温度 を中心 とした海 洋
現象の観測,地 球観測のための人工 衛
星共通技術の確立

静止三軸衛星パ スの基盤技術の確立,
次期実用衛星開発に必要な 自主技 術の
蓄積,航 空機の洋上管制,船 舶 の 通
信,航 行援助,捜 索救難等のための移
動体通信実験

CS-2に よる通信サー ビスの継続,

増大する通信需要に対処,通 信衛星に関す
る技術開発

〃

約750

約550

約550

約550

円
900㎞

太陽同期
99

静 止 軌 道

〃

〃

N-H

H-1
3段 式

試験機

H-1

H-1

61年 度

62年度

62年度

63年度 滋

刈

第2-7-3表 科学研究分野 の人工衛星

区 分 衛 星

「おおすみ」

試 験 衛 星

(MS-T五)
「た ん せ い 」

ミ ッ シ ョ ン

衛星打上 げ技術の習得 と衛星 について
の工学的試験

軌道投入後の衛星環境及び機能試験

重 量

(kg)

24

63

軌 道

形状頃 ㎞馴 轡

だ円

円

350

5,140

990

1,110

31

30

打 上 げ

ロ ケ ッ ト

L-4S

M-4S

刈1

打 上 げ トθ

時 期 章

45.2.li謙

1

46.2.16認
ゆ

1
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として開発された。

CSを 用いた実験は,53年5月15日 に開始されて以来4年 以上の期間にわ

た り,電 波研究所と電電公社の緊密な連携により,宇 宙開発事業団の協力を

得て,円 滑に実施され多大な成果が収められた。

CSは,53年7月 から6か 月ごとに実施された搭載機器定期チェックアウ

ト,運 用管制実験等により性能が確認されており,現 在 もなお良好に動作し

ている。

CSを 用いた実験を更に長期にわたって継続するため,57年1月 をもって

衛星の南北軌道制御を停止し,衛 星の燃料消費の低減を図っている。このた

め,衛 星の軌道傾斜角は年間約0.8度 の割合で増大 してお り,57年 度後半か

らは,こ のような条件における衛星の運用管制実験,搭 載通信機器の特性測

定実験,小 形地球局用の簡易なアンテナ追尾技術に関す る実験等を中心に実

施している。

宇宙通信連絡会議開発実験部会は57年8月 までのCS実 験の成果を取 りま

とめrCS実 験総合報告書」を作成した。報告書の概要は以下のとお りであ

る。

① 衛星搭載通信機器の特性測定実験

6か 月ごとに定期点検を実施し,搭 載アンテナの放射特性や中継器の送信

電力,周 波数特性等の経年変化を測定した。その結果,こ れらが長期間にわ

た り安定に動作す ることが実証 された。

② 衛星回線の基本特性の測定実験

雑音やスピン変調(衛 星のスピン軸がアンテナの回転軸からずれ ることに

より生じる。)が衛星回線に与える影響を測定し,回 線設計の た めの基本デ

ータを得た。

③ 衛星通信実験

準 ミリ波帯及びマイクロ波帯を利用して固定局通信実験,小 容量通信実験

及び車載局通信実験を実施し,ネ ットワーク構造や伝送情報の種類 と量に適

合した回線設定技術,変 復調技術,多 元接続技術等を確立 した。
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④ 電波伝搬実験

準 ミリ波帯電波の降雨強度に対する降雨減衰特性及び交差偏波識別度劣化

特性を4年 間にわたって測定し,全 国各地の降雨強度分布から降雨減衰量の

確率分布を推定するための統計データを取得した。

⑤ 衛星の運用管制実験

この実験において,一 つの地球局を用いて測角と測距を同時に行 うことに

より衛星を追尾する技術並びにス ピン安定型の静止衛星の軌道及び姿勢を高

精度で決定し制御する技術を取得するとともに,こ れを支援する運用管制 ソ

フトウェアの小形化に成功 した。

⑥ 応用実験

災害対策用衛星通信システム,紙 面電送システム等衛星通信の各種利用形

態に即した実験を実施し,こ れらのシステムの技術的条件及び運用条件を把

握した。

以上の実験を通じて,我 が国は,世 界に先駆けて30/20GHz帯 の周 波 数

を用いた衛星通信技術を取得 し,実 用の国内衛星通信システムを実現するた

めの技術的基礎を確立した。

CS計 画は,将 来の増大かつ多様化する通信需要にこたえる通信衛星の早

期実用化を目的 とした国家プロジェクトであり,CS実 験の成果を十分に反

映して開発 されたCS-2の 実現によって,CS計 画の目的は達成されたと

いえよう。

一方 ,宇 宙通信は,今 後とも飛躍的に進展してい くものと予想される。こ

れに伴い,宇 宙通信技術も高度化 し,多 様化していくものと考えられ,我 が

国においても,こ れらの研究開発を積極的に推進してい く必要がある。CS

計画の成果は,こ れらの研究開発の遂行のための貴重な礎石となって引き継

がれ,ひ いては,宇 宙通信の発展に大きく貢献することとなろう。
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3実 験用放送衛星の運用

実験用中型放送衛星(BS「 ゆ り」)は,将 来の各種放送需要に対処 す る

ために必要な実用放送衛星打上げに至る過程 として,衛 星放送技術の確立を

図ることを目的として開発された衛星である。

BSは,53年4月 に東経110度 の静止軌道上に打ち上げられ,同 年7月20

日か ら郵政省はNHK及 び宇宙開発事業団の協力を得て,① 衛星放送システ

ムの基本技術に関する実験,② 衛星管制技術及び運用技術に関する実験,③

衛星放送 システムの運用制御技術に関する実験を行 った。

57年1月23日 に搭載燃料を消費し尽くしたため,同 目をもってBSを 用い

た実験を終了 した。

この実験の成果は,今 後の我が国における実用放送衛星計画の推進のみな

らず,諸 外国の放送衛星計画に対しても大きく貢献してきている。

4電 離層観測衛星の運用

53年2月16日 に打ち上げられた電離層観測衛星(ISS-brう め2号 」)は,

搭載 ミッション機器のすべてが正常に動作するものの,太 陽電池の発電能力

の低下により電離層及び電波雑音の世界分布観測を 目的 とした正規の運用モ

ードを維持することが困難な状態 となっていた。電波研究所は,ハ ウスキー

ピソグ(HK)デ ータによる電力解析に基づき,日 本上空における可視時間

観測を中心とした運用を行い,鹿 島局で ミッションデータを取得 して い た

が,電 源系の能力低下がさらに進んだため,57年7月12日,ビ ーコソ波を停

止し,58年2月23日 には,す べての運用を終了した。

データの処理 ・解析は電波研究所本所で行い,電 離 層 観 測 ミッシ ョンで

は,イ オノグラムから読み取られた電離層臨界周波数を基にしてその世界分

布図を作成したほか,宇 宙通信用電波のシンチレーションの原因となる電子

密度不規則分布を統計的に調査 し,世 界の分布状況を明らかにした。
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5衛 星通信の研究

(D通 信 方 式

CSに ついては実験開始後5年 を経過し,57年 度はそれ らの実験をまとめ

て 「実験用通信衛星 「さくら」-4年 間の成果」を郵政省より発行 した。

またBSに 関しては55年6月,TV放 送の実験は終了したが,57年1月 運

用停止まで伝搬実験,電 力制御実験,管 制実験等を行いBS-2へ の有効な

資料を残しつつBS実 験を終了した。

CS実 験は基本実験をほぼ終了 し,57年 度は主として経年変化データの取

得を目的とした実験,SCPC実 験,ス ペク トラム拡散実験,TDMA(時 分

割多元接続方式)波 とFM波 の共通増幅実験等や新しく追加された実験,す

なわちマイクロ波 ・準 ミリ波間周波数切替TDMA実 験,SS/TDMA(衛

星切替えTDMA)シ ミュレーション実験,超 小型局の実験等を行 った。

また,東 北大学とのコンピュータネットワーク実験,警 察庁や国鉄の公共

業務の実験,電 気事業連合会のFAX伝 送実験,新 聞協会の紙面電送実験

は57年度をもってほとん ど終了し,3年 間にわたる実験の報告をまとめた。

この実験で培われた衛星通信技術は58年2月 に打ち上げられた実用通信衛星

の利用(主 として公共事業関係)に 役立てられた。

(2)管 制

電波研究所鹿島支所では,静 止衛星のCS,周 回衛星ISS-b及 びISIS-

1,Hの 運用管制を行 うとともに,ETS一 皿,ASTRO-B,SEO等 を追跡

し,衛 星管制技術に関する調査 ・研究を行 った。

CS関 係では,前 年度に引き続き1局 の測距データとKバ ン ド自動追尾ア

ンテナの角度データによる軌道決定のほか,改 良した小局折返し方式による

2局 と同等な測距データにより,軌 道決定を行 った。軌道制御実験として,

自動追尾アソテナの角度データの変化か ら制御時を決め,簡 易な方法により

東西方向軌道保持実験を実施した。搭載デスパンアンテナの特性 測 定 と し

て,今 年度も姿勢傾斜による2次 元パターンの測定を行い,経 年変化を調査
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したほか,蝕 時のアンテナパターソにつき,温 度変化の影響を調べ,ほ とん

ど影響のないことを確認した。CSは 打上げ以来5年 を経過 し,搭 載燃料が

乏 しくなったため,57年1月 以降燃料消費量の多い南北方向軌道制御を中止

した。このため軌道傾斜角が増加し,57年 度末には約1度 になった。

軌道傾斜角の増加は搭載アソテナの指向方向に影響を与えるので,姿 勢制

御及びデスパソアンテナの制御による指向方向制御の検討を行 った。 さらに

衛星の中継器,バ ッテリ,サ ーマルシール ド等の経年変化について調査を行

っている。

ISS-bは,発 生電力の低下により,57年5月 にテレメ トリデータ伝送が,

また6月 にはピーコソ電波送信 も困難 となり,2万1,584周 回を最後に実質

的な運用を終了した。 ビーコン電波の ドップラ偏移測定による軌道決定及び

地磁気セソサデータによる姿勢決定の研究に良好な結果が得られた。

また,9月 のETS一 皿打上げ時の追跡及び58年2月 のASTRO-B打 上

げ時の支援を行ったほか,そ の後も追跡を行い ドヅプラデータを取得し軌道

決定の研究を行っている。

衛星管制技術に関しては,人 工衛星の打上げ増加に伴 う軌道の有効利用の

ため,受 動的な方法による軌道決定の調査研究を行っている。周回衛星につ

いては,ド ップラ偏移測定による軌道決定を,静 止衛星に対 しては超長基線

電波干渉計(VLBI)に よる研究を進めている。VLBI法 は高精度,高 感度

とい う特徴があ り,衛 星と位置が正確に求め られてい る準星を交互に観測す

れば,さ らに高精度のデータが得られ,軌 道決定精度 も向上する。

(3)高 精度姿勢検出及び制御

衛星通信,科 学探査等の分野における通信需要の増大 と通信形態の多様化

に伴って,宇 宙通信にもミリ波帯の高利得アンテナやマイクロ波帯のマルチ

スポットアンテナが用いられるようになると,電 波の ビーム幅が狭 くなるの

で,従 来以上に精度のよい姿勢検出と制御が必要となる。高精度の姿勢制御

ができれば電波 ビームを狭めることにより,周 波数の空間的再利用が可能と

なるので,電 波の有効利用にもつながる。また・宇宙空間での光通信や静止
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衛 星 か らの高 分解 能 の 地 球 観 測 で の絶 対 位 置 校 正 も可能 とな り,種 々の 波 及

効 果 が期 待 で き る。

57年9月 に 打 ち上 げ られ た 技 術 試験 衛星 皿型(ETS一 皿)を 利 用 した 地 上

一 衛 星 間 レー ザ光 伝 送 実 験 は 成功 し
,レ ーザ を 利 用 した衛 星 の姿 勢 決 定 シス

テ ムの有 効 性 を実 証 で きた 。 本 実験 は58年 度 も継 続 され て い る。

(4)マ ル チ ビ ー ムア ンテ ナ の 研 究

マル チ ビー ム ア ン テ ナは 地 上 ユ ーザ の送 受 信設 備 を簡 易 化 ・経 済 化 す る と

と もに,異 な る ビー ム で 同一 周波 数 を繰 返 し使 用 す る こ とに よ り通 信 容量 の

増 大 を 図 る こ と も可 能 とす るた め,今 後 の衛 星 通 信 に 不可 欠 で あ るば か りで

な く,衛 星放 送 に も新 しい サ ー ビス を提 供 す る技 術 で あ る。

この ア ンテ ナ は 固定 通 信,放 送,移 動 体 通 信 等 す べ て の 衛 星通 信 業 務 に 適

用 で き るが,ア ンテ ナの 形 式 に は,反 射 鏡 形,レ ンズ形,ア レー形,複 合形

等 い ろ い ろ あ り,サ ー ビスの形 態や 目的,使 用 周 波 数 の違 い に応 じて 使 い 分

け られ る。

特 に,移 動 体 通 信 で は 隣 接 ビ ーム 間 の交 差 レベ ルを 高 く保 つ こ とが 要 求 さ

れ,こ れ に は ア レー形 マ ル チ ビ ーム ア ンテ ナが 適 し て い る。 電 波 研 究所 で

は,移 動 体 通 信 の一 形 態 で あ る低軌 道 観 測衛 星 か らの デ ー タを 中継 す るデ ー

タ 中継 衛 星 シス テ ムへ の適 用 を 目的 とし て,2GHz帯 で19素 子,19ビ ーム

の ア レー形 マ ル チ ピー ム ア ンテ ナ の研 究 開 発 を 行 って い る。 これ ま でに ア ン

テ ナの主 要構 成 要 素 の研 究 が 行わ れ,衛 星 搭 載 用 薄形 ・軽 量 素 子 ア ン テナ,

簡 易 で 高 性 能 な マ ル チ ビー ム形 成 回 路 等 が開 発 され 性 能 の 確認 が行 わ れ た 。

今後,他 の 構 成 要 素 の 製作 と総 合 組 立 ・調 整 を 行 い,58年 度 末 ま で には,19

ビー ム マ ル チ ビーム ア ソテ ナが 完 成 す る 予定 であ る。

(5)航 空 ・海 上 衛 星 技 術 の研 究 開 発

ア.航 空 ・海 上 衛 星技 術 の必 要 性 及 び経 緯

洋 上 に あ る船 舶,航 空機 との通 信 に は,主 として 短 波 帯 の電 波 が利 用 され

て い る。 しか し,こ れ らの 周波 数 帯 は,電 波 伝 搬 の状 態 に よ り,回 線 が 不 安

定 とな るた め,デ ー タ通信 等 新 た な 通 信需 要 に こた え る こ とが 困難 であ り,
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また,通 信量の増大に対処す ることが周波数的に困難であることか ら,船 舶

通信,航 空管制通信等においては,衛 星通信により安定かつ高品質な回線を

確保するシステム,す なわち,海 事衛星,航 空衛星が検討され,ま ず船舶通

信を対象とした国際海事衛星 システムの運用が開始された。

さらに,我 が国においては,小 型船舶 ・航空機等 との通信をね らい と し

て,小 型アンテナでも受信可能な航空 ・海上衛星技術の検討が進められてお

り,郵 政省ではこれらに対処するため電波研究所において,53年 度以後通信

系システムについて種々の検討を進めるとともに衛星搭載用 トランスポンダ

BBM(ブ レッドボー ドモデル)の 試作 ・検討並びに衛星模擬装置及び 船 上

設備の試作等を行ってきた。

また,ト ランスポンダシステム設計,衛 星搭載用高能率直線化 電 力増 幅

器,衛 星搭載用低雑音増幅器,航 空機地球局用フ占一ズ ドア レイアンテナ等

の開発を行 うとともに,Lパ ンド電波による海上伝搬,通 信実験を行ってき

たが,57年 度においては,衛 星搭載用中間周波 フィルター部の開発を行 った

ほか,船 舶衛星通信で問題となる海面反射波によるフェージング特性を測定

した。また,音 声符号化装置の開発を行い,デ ィジタル通信方式の適用を開

始した。

一方,運 輸省では,衛 星を用いた測位等の航行援助システムの研究開発を

行っている。

これ らの ミッションは62年 度打上げのH-1ロ ケット3段 式試験機によ

り,宇 宙開発事業団の ミッションである国産静止三軸バスと ミッションとの

統合を行い,技 術試験衛星V型(ETS-V)と して打ち上げるための開発に

着手することとなった。

イ.衛 星システムの概要

(力 搭載 ミッション機器

A中 継 器 対移動局用2台

対固定局用2台

Bア ン テ ナ 対移動局用 オフセットパラボラアンテナ



C重 量

D消 費 電 力

(イ)衛 星 バ ス

A形 状

(ウ)

(オ)

B

C

D

E

重 量

姿勢制御方式

寿 命

発 生 電 力

打 上 げ機

打上げ時期

軌 道
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対 固 定 局 用 ホ ー ン ア ン テナ

約90kg

約500W

ETS-V(国 産 三 軸 バ ス)

H-1ロ ケ ッ ト(3段 式)フ 占ア リン グに 収 容可

能

静 止 軌道 上 約550kg

三軸 制 御 方 式

約1.5年

約800W

H-1ロ ヶ ッ ト(3段 式)試 験 機

昭 和62年 度 夏期

静 止 軌道

(6)コ ン ピ ュー タ ・ネ ・7トワー ク

情 報 化 社 会 の 進 展及 び情 報 処 理 技 術 の 発展 に伴 い,遠 隔 地 に あ る コ ン ピ ュ

ー タの デ ー タを 利 用 した い とい うよ うな要 望 が 強 ま っ て お り,コ ン ビ 晶一

タ ・ネ ッ トワー クに 対 す る関 心 が深 ま って い る。 コ ソ ピ ュー タ ・ネ ッ トワー

クの通 信 回線 に 衛 星 回 線 を 用 い る と,地 上 局 を 設置 す る だけ で ど こか らで も

ネ ッ トワー クに参 加 で き るた め,地 域 格 差 の な い ネ ッ トワー クを 構 成す る こ

とが で きる。

電波 研究 所 で は,54年 度 か ら小型 地 球 局 を 設 置 した 多数 の低 トラ ピ ックコー

一ザ が ,準 ミ リ波 帯SCPCチ ャソ ネル を 用 い て 中央 の コ ン ピ ュー タを 使用

す る集 中 型 コ ソ ピ ー一 タ ・ネ ッ トワー クの シ ス テ ム開 発 を行 っ て きた 。

57年 度 は,56年 度 に 引 き続 い て,CSを 用 い て,集 中型 コソ ピ ュー タ ・ネ

ッ トワ ー ク実験 を実 施 し,誤 り回 復方 式 の評 価 等,ネ ッ トワー クの性 能 に関

す る評 価 を 行 った 。

一 方 ,各 地 に 分 散 設 置 され てい る コ ン ピ ュー タ間 を 対 等 に 結 ぶ分 散 型 コ ソ

ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー クを念 頭 に お い て,東 北 大 学 と共 同 で,分 散 制 御 型 プ
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ロ トコルによるネットワークの性能評価実験を実施し,回 線制御を各局に分

散 させた場合の性能の評価を行 った。

(7)衛 星の最適配置に関するソ7ト ウェア

衛星通信の発展に伴い,静 止軌道上の通信衛星,放 送衛星の数は増加 し続

けている。軌道の有効利用を図る上か ら,で きるだけ狭い軌道間隔で衛星シ

ステム間の千渉規格を満足させることが望ましい。

任意の許容し得る干渉量の下で軌道上の全衛星の平均的軌道間隔を最小に

する最適化のプログラム 「ORBIT-1」 及び 「SATPOS」 が それぞれ国際

電電及び電電公社によって既に開発済みである。57年 度には 「ORBIT-1」

に改良を加えた 「ORBIT-2」 が開発された。

(8)捜 索救難衛星通信システムの研究

現在の捜索救難通信 システムは,地 表伝搬波を用いているため,カ バーレ

ッジが限定され,発 信位置の算出が困難な場合もある。一方,衛 星利用の捜

索救難衛星通信 システムは,遭 難時に非常用位置指示無線標識(EPIRB)か

ら送信された信号を衛星中継で地球局で受信 し,遭 難者の識別と発信位置の

決定を行 うもので,カ バーレッジは地表全体とな り,信 頼性,応 答時間,救

助経費の点でも,現在のシステムよりも優れた ものになると期待されている。

このため,国 際的な衛星利用の捜索救難システムを1990年 から運用するこ

とを目標に研究開発が国際協力で進められ,電 波研究所も国際電電の陽力を

得て,静 止衛星システムの実験に参加してきた。その結果,現 在の海事衛星

システムを利用する場合,EPIRBの 送信電力は1W程 度で遭難信号の伝送

が可能なことが明らかとなった。電波研究所のシステムは,近 年急速に発展

してきた周波数拡散方式を用いているが,諸 外国と異なり,静 止衛星と周回

衛星の共用システムであ り,周 回衛星利用の場合は,衛 星がビーコン波を受

信するとき生ずる ドップラー周波数か らEPIRBの 位置を算出す る こ とが

できる。

(9)静 止衛星による時刻及び周波数標準の供給

高精度の時間と周波数の標準及び遠隔地間での時計精密同期が最近の基礎
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科学,通 信,運 輸,測 地,地 震予知,宇 宙科学等の各分野で必要とされつつ

ある。

この情勢の下で,時 刻及び周波数の国家標準をいかに精度よく,広 い地域

の一般利用者に供給し得るかが重要な問題となっている。従来の地上電波に

代わ り,静 止衛星を用いた標準供給方式は広域性,通 信の質,供 給精度及び

実現可能性の観点から最適と考えられる。

電波研究所は,53年 以来,実 験用中型放送衛星(BS「 ゆ り」)を用い,そ の

テレビジョン信号を利用した時計比較及び周波数標準の供給システムについ

て検討 と実験を行い,簡 易な受信装置により0.1μsの 時計比較精度と,周 波

数では2×10胃10ないし1×10-11の 高精度利用が実現できることを確めた。

57年度では,実 用放送衛星BS-2を 利用した実用 システム と,気 象衛星

を利用したグローバルな時刻供給システムについて,調 査検討を行った。

(10)静 止衛星による高精度時刻比較

前項の時刻及び周波数標準の供給 よりも,高 精度,高 確度(nsオ ーダ)

の時刻比較が標準機関相互及び高度の利用者の間で必要性が高まっている。

そのため,CCIRやURSI等 の場でも高精度時刻比較への衛星利用の研究

開発の促進が提唱されている。

電波研究所では,衛 星利用高精度時刻比較システムの実用化を 目的として

55年 度以来,実 験用中容量静止通信衛星(CS)を 仲介とし,SSRA通 信方

式を用いた双方向伝送方式による時刻比較法について比較精度 ・確度向上へ

の問題点解明のための予備実験を行っている。

57年度は,車 載局等小形地球局間で実験を行い,時 刻比較精度1ns程 度

が得られ,ま た時刻比較確度向上のため共通時計法等により各地球局局内遅

延の評価を行い,nsオ ーダで測定できることを示 した。

6宇 宙通信の実用化の促進

我が国の宇宙開発は,基 礎固めを重点とした段階を終え,今 後は,実 利用

の多様な計画を推進すべき時期に至っている。52年12月 に実験用中容量静止
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通 信 衛 星(CS)が,ま た,53年4月 に 実験 用 中型 放 送 衛 星(BS)が 打 ち 上 げ

られ,各 種 の 実験 が実 施 され て きた が,そ の 成 果 を踏 まえ58年2月 及 び8月

に 実 用 通 信 衛 星 が 打 ち上 げ られ,ま た58年 度 末 に は 実 用 放 送 衛 星 が 打 ち 上 げ

られ る 予 定 とな ってお り,宇 宙 通 信 の 実 用 化 が 急 速 に 進 展 して い る(第2-7

-4表 及 び第2-7-5表 参照)
。

(1)通 信 衛 星2号(CS-2)

通 信 衛 星2号(CS-2)は,我 が 国 初 の 実 用 通 信 衛 星 で あ り,58年2月

にはCS-2aが,58年8月 に はCS-2bが 打 ち上 げ られ た 。CS-2は,

基 本 的 に はCSと 同規 模,同 性 能 の 衛 星 で あ るが,CSの 開 発 成 果 を 活 用 す

る と と もに,N-Hロ ケ ッ トに 適 合 させ る こ と,寿 命 は5年 を 目標 とす る こ

と,WARC(世 界無 線 通 信 主 管 庁 会 議)に お い て 決 定 され た 技 術 基 準 に 適

合 させ る こ とな ど所 要 の改 修 を 行 い な が ら開 発 され た 。

(2)放 送 衛 星2号(BS-2)

放 送 衛 星2号(BS-2)は,我 が 国 が 開発 す る初 の 実 用 放 送 衛 星 であ り,

58年 度 にBS-2aを,60年 度 にBS-2bを 打 ち上 げ る こ と と して い る。

BS-2は,基 本 的 に は,BSと 同規 模,同 性 能 の衛 星 であ るが,BSの 開発

成 果 を 活 用 す る と と もに,N-IIロ ケ ッ トに 適合 させ る こ と,寿 命 は5年 を

目標 とす る こ と,WARCに お い て 決 定 され た 技 術 基 準 に適 合 さ せ る こ とな

第2-7-4表CS-2及 びBS-2の 開 発 ス ケ ジ ュー ル

区分 年度

CS-2

BS-2

人工衛星

設計

製作

N-IIロ ケット

製作

人工衛星

設計

製作

N-IIロ ケッ ト

製作

54 55 56

CS-2a

CS-2b

57

命
打上げ

58

命
打上げ

BS-2a

打上げ

59 60

打上 げ

BS-2b
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ど所 要 の 改 修 を行 い なが ら開 発 が 進 め られ て い る。

(3)通 信 衛 星3号(CS-3)

通 信 衛 星2号 に 続 く次世 代 の 衛 星 と して,宇 宙 開 発 計 画(58年3月16日 決

定)に お い て,58年 度 にCS-3の 開 発 に 着 手 す る こ とが 決定 され た 。 これ

に よ り57年 度 に行 った 予 備 設 計 を基 に,基 本 設 計 等 衛 星 の 開発 ・ロケ ッ トの

開 発 が 進 め られ る こ とにな って い る。 なお,CS-3は 約550kgの 静 止 衛 星

で あ り62年 度 及 び63年 度 に 国産 のH-1ロ ケ ッ トに よ り打 ち上 げ られ る予 定

で あ る。

(4)放 送 衛 星3号(BS-3)

57年 度 の 宇 宙 開 発計 画 の見 直 しに 際 し,58年 度 にBS-3の 開 発 研 究 を 実

施 す る よ う要 望 し,宇 宙 開 発 計 画(58年3月16日 決 定)に 盛 り込 まれ た と こ

ろ であ る。 これ に基 づ き,国 産H-1ロ ケ ッ トの利 用 を基 本 と してBS-3

を63年 度 ごろ 打 ち上 げ るた め,58年 度 は 衛 星 の 予備 設 計 を 行 うこ と と して い

る。

(5)通 信 ・放 送 衛 星 機 構

通 信 ・放送 衛星 機 構 は,54年8月 に発 足 して 以来,CS-2及 びBS-2が

定 常 段 階 に 移行 した 後 の 衛 星 の管 制 を 実 施 す る た め,衛 星 管 制 セ ン タの建

設,整 備 を 行 って き た。57年 度 には,CS-2管 制 用 施 設 の 整 備 が完 了 し,

58年2月 に 打 ち上 げ られ たCS-2aの 運用 管 制 を58年5月 か ら開始 した 。

な お,衛 星 管 制 セ ン タ衛 星管 制 系 統 図 は 第2-7-6図 の とお りで あ る。

機 構 の資 本金 は,57年 度 末現 在 で約54.6億 円 で あ る が,58年 度 ま で に約68

億 円 に増 資 され る計 画 で あ り,衛 星 管 制 セ ン タ建 設費 に充 当 され て い る。 こ

の 資 本 金 は,政 府 及 び 政 府 以外 の者 が50%ず つ の 割合 で 出資 して お り,政 府

以 外 の 出 資者 は,電 電 公 社,NHK及 び 国際 電 電 とな っ てい る。

(6)衛 星 利 用パ イ ロ ッ ト計 画

CS-3以 降 に お け る将 来 の衛 星 通 信 の 実利 用 の推 進 に 向 け,技 術 的 ・制

度 的 な 検 討 を 行 うた め,衛 星 利 用 に 関 心 を有 す る関 係者 に,CS-2を 使 用

して運 用 実 験 を 行 う機会 を提 供 す る 「衛星 利 用 パ イ ロ ッ ト計 画 」 を58年 度 か



第2-7-5表CS-2及 びBS-2の 概 要

譜 」 CS-2 BS-2

目 的

静 止 軌道 位 置

重

(静止軌道上初期 重 量)

量

トラン ス ポ ン ダi数

伝 送 容 量

空 中 線 電 力

サ ー ビ ス エ リ ア

設 計 寿 命

通信衛星に関する技術開発

公共業務用通信

国内公衆通信

CS-2a東 経132度

CS-2b東 経136度

347kg

8台(マ イ ク ロ波 帯2台,準

ミ リ波 帯6台)

電話換算

約4,000チ ャ ン ネル

マ イ ク ロ波 帯2.8W以 上

準 ミ リ 波 帯2.5W以 上

マイ クロ波帯 日本全土

準 ミ リ波 帯 日本本土

3年 以上5年 を 目標

放送衛星に関す る技術開発

NHKテ レビジョン放送 の難視聴

解消等

BS-2a,BS-2bと も 東 経

110度

約350kg

2台(い ず れ もi4/12GHz帯)

カ ラ ーテ レビ ジ ョン

2チ ャ ソネ ル

100W

日本全土(日 本本土の中央部にお

いては直径約0.75m,小 笠原諸 島

等の離島においては直径約3m程

度のパ ラボラアンテナで受信可能)

4年 以上5年 を 目標
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ら62年度まで実施することとし,同 計画の推進母体 として,学 識経験者,利

用関係者等から成る 「衛星利用パイロット計画に関する調査研究会」を設置

し,基 本方針等の審議を行った。

第4節 電磁波有効利用技術

1デ ィジタル陸上移動通信方式

近年,IC技 術,LSI技 術の進歩によりデ ィジタル信号処理が容易に なっ

てきているが,無 線通信の分野においても固定通信では,1.544Mb/s(電 話

24チ ャンネル相当)の 小容量のものから,400Mb/s(電 話5,760チ ャンネル

相当)の 大容量のものまでのデ ィジタル通信方式が実用に供されている。し

かし,陸 上移動通信にディジタル通信方式を導入するためには,陸 上移動通

信特有の高速 フェージングの影響が少な く,か つ,伝 送速度に対する必要周

波数帯幅の小さい高能率変復調方式,所 要伝送速度が低 く,か つ,符 号誤 り

率の増加に対 して品質の劣化が少ない音声符号方式又は誤 り訂正符号等の開

発が課題になっている。

一方,社 会経済活動面では,オ フィスオー トメーション等にみ られるよう

に,フ ァクシミリ,デ ータ通信等が身近なものとな り,移 動体 との間におい

てもこれらのメデ ィアを活用して業務の遂行を効率化したいとい う要望が高

まっている。これらの新しい多様な情報伝送を効率的に行 うためには,デ ィ

ジタル通信が最適であ り,国 際的にみても多 くの国でこの分野の研究開発が

活発に行われている。

このような情況の中で,電 波研究所は,56年 度から周波数有効利用度が高

く,電 波監理を容易にすることができる陸上移動通信用ディジタル通信方式

の研究開発に着手 した。

57年度から4か 年計画で将来利用されるデ ィジタル通信方式の開発を 目標

として,高 品質 と高信頼性を得るためのフェージソグ克服技術,高 度な周波
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数有効利用を実現するための干渉 ・妨害対策技術及び情報源(音 声等)の 効

率的な符復号化技術を総合した通信方式の研究開発を進めている。

また,行 政面からは,こ のようなディジタル陸上移動通信方式の開発状況

を踏まえ,56年3月,電 波技術審議会に 「陸上移動業務におけるディジタル

通信方式の技術的条件」について諮問した。審議は,近 い将来に実用化の可

能な方式に焦点が当てられ,57年11月 には 「現行FM通 信方式に準ずるデ ィ

ジタル音声通信方式の技術的条件」について一部答申がなされた。この通信

方式は,16kb/sの 伝送速度で適応デルタ変調(ADM)し たデ ィジタル音声

信号をGMSK,TFM,4値FM又 はPLL4相PSK等 により変調して無

線伝送するものである。周波数間隔25kHzで 現行アナログFM通 信 方 式

と同程度の伝送品質,周 波数利用率が得られる方式である。今後は,16kb/s

以下の各種の伝送速度に対応したディジタル通信方式の変復調方式,必 要周

波数帯幅,伝 送特性,干 渉条件等の技術的条件の答申が予定されている。

2ス ペ ク トラム拡散地上通信方式

電波研究所は,陸 上移動通信を主に対象とするスペ クトラム拡散方式を開

発するために,54年 度からその適用性について調査を実施 し,本 格的な研究

を開始 した。

その結果,こ の方式を陸上移動通信に利用するには,広 帯域多重波伝搬現

象が初期接続と同期保持に大きな障害を与えることが判明した。そこで,そ

の具体的解決策を取 り入れて柔軟性をもたせるために,種 々の設定条件と範

囲を考慮した直接拡散(SSDS)及 び周波数ホ ッピング(SSFH)の 変 復調

法 と,広 帯域フェージングシミュレータ(WBFS)で 構成した最大 帯 域10

MHzを もつ国産で初めての基本システムのハー ドウェアを,56年 度前半に

予定どおり完成し,引 き続き各種の室内実験を実施した。その結果,新 開発

したSSDS,SSFHは 主な障害となる周波数選択性 フェージングに 対 し,

誤 り率,回 線接続時間,受 信音声等に顕著な改善効果を有することを確認し

た。取 り分け,SSFHの 多数決判定法等による周波数 ダイバシティ効 果 は
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威 力 の あ る こ とが 明 らか とな った 。

さ らに,こ れ らの成 果 を 活 用 して,56年 度 か ら次期 シス テ ム と して伝 搬 実

地 試験 用 とな る シス テ ムモ デ ルを 製 作 中 で あ る。 この シ ス テ ム は,同 時 利 用

の 通 信 局数 を増 加 させ るた め の 符 号 化 法 等 を 具備 した 可搬 用 の 双方 向SSFH

シ ステ ム で あ り,野 外 妨 害 実 験 等 が で きる よ うに6台 で構 成 され て い る。

3大 容量 デ ィジタルマイ クロ波方式

我 が 国 の マ イ ク ロ波 固 定 回 線 は,大 部 分 ア ナ ロ グ方 式 に よ り構 成 され てい

るが,将 来 の多 種 多 様 な 通 信 サ ー ビス に こた え る 通信 網 と して,フ レキ シ ビ

リテ ィ ・経 済 性 に優 れ た デ ィジ タル 網へ の要 望 が高 ま っ て き て い る 。

この ため,電 電 公 社 で は,50年 よ り大 容量 デ ィジ タル マ イ ク 冒波 方 式 の開

発 に着 手 し,実 用 化 の 段 階 に 達 した 。

この方 式 で は,16値 直 交 振 幅 変調 とい う高 能 率 な変 調 方 式 を採 用 し て お

り,1チ ャンネ ル当 た り200Mb/s(電 話 換 算2,880チ ャン ネ ル)の 大 容 量

の 伝 送 が 可 能 とな って い る。

第2-7-7表 大容量デ ィジタル無線伝送 システ ムの諸元

項 目 内 容

周 波 数 帯 4,4QOMHz～5,000MHz

伝 送 容 量 200Mb/s(電 話 換 算2,880チ ャ ンネ ル)

中 継 方 式 再生中継

標 準 中 継 区 間 50k皿

変 調 方 式 16QAM

送 信 機 定 格 出 力 26dBm(0.4W)又 は32dBm(1.6W)

周 波 数 安 定 度 ±10XlO-6

中 間 周 波 数 140MHz

受 信 機 雑 音 指 数 4dB以 下

所 要C/N比 21・5dB(誤 り率1r4,固 定 劣 化3dBを 含 む 。)
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16値 直 交 振 幅 変 調方 式 は,従 来,主 に 使用 され てい た4PSK方 式 に 比 べ2

倍 の伝 送 効 率 を 有 す る反 面,回 線 の瞬 断 が 大 きな 問題 とな るの で,電 波 伝 搬

特 性 を 解 析 し,空 間,周 波 数及 び時 間 の 三 つ の領 域 にお け る補 償技 術 を開 発

す る こ とに よ り対 処 した 。 本 シス テ ムの 主 要 な諸 元 は,第2-7-7表 の とお

りで あ り,ま ず,5GHz帯 で 実用 化 され た が,電 電 公 社 で は,逐 次4GHz

帯,6HGz帯 に お い て も導 入 した い と してい る。

440GHz以 上 の電波利用 の研究

40GHz以 上の周波数帯の電波は,大 気中の酸素や水蒸気により吸収 され

るとともに,降 雨による減衰が大きく,こ の周波数帯利用の開発の大きな制

約となっている。このため,ミ リ波帯電波利用の開発には,降 雨減衰を予測

する方法を開発することが重要な課題となっている。電波研究所は,こ の研

究を推進するため,52年 度から7か 年計画で,40GHz以 上の周波数帯にお

ける伝搬実験を実施しており,57年 度は,ミ リ波帯電波伝搬実験装置,雨 量

計ネットワーク,降 雨粒径分布測定装置等を含む実験システムを運用すると

ともに,30～100GHz帯 の伝搬特性推定結果をまとめた。

550GHz帯 の周波数の電波を使用する簡易無線局

58年6月6日 から施行になった50GHz帯 の周波数の電波を使用 す る簡

易無線局は,無 線従事者の資格を必要とせず,だ れでも容易に開設できる無

線局であり,画 像信号,デ ータ信号,音 声信号等の広帯域信号を伝送できる

方式である。

この周波数帯の特徴は,① 小型軽量のアンテナによって鋭い指向性が得ら

れ,耐 干渉性,耐 妨害性に富むこと,② 帯域が大 きくとれ,広 帯域信号の伝

送が可能であること,③ 通信機器の小型化が容易であり,可 搬性に富んだ装

置の製作が可能であることなどであり,テ レビ電話等企業内における画像信

号の伝送,コ ンピュータ端末,フ ァクシミリ等のOA機 器 との接続に よ る

データ信号の伝送等の簡易な無線通信業務に使用されている。
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6パ ー ソ ナ ル 無 線

電波技術の発展 とともに無線機器の小型 ・軽量化,省 電力化が進み,一 方

ではモータリゼーション社会の進展とあいまって,だ れでもが簡単に自動車

に搭載又は携帯して容易に使用できる無線機の需要が増大してお り,こ の需

要に対応するため,モ ータリゼーション社会に適応 した機動性,即 時性のあ

る簡易な連絡用無線として 「パーソナル無線」を開発し,57年12月 から制度

化 した。

このパーソナル無線は,自 動車公衆無線電話方式及びMCA陸 上 移動通

信方式で開発されてきた新しい電波利用技術を採 り入れた900MHz帯 の周

波数の電波を使用するマルチ ・チャソネル ・アクセス方式の無線 電 話 で あ

る。使用チャンネル数は,制 御用1チ ャンネル及び通話用79チ ャンネルとな

ってお り,空 中線電力は5ワ ット以下,ま た,変 調方式はFMで ある。 無

線機にはマイクロプロセッサを内蔵 し,一 定の動作手順に従 う発着信及び通

話接続の制御並びに空きチャンネルのラソダム検出等の複雑な操作を全て自

動的に行 うほか,5け たの数字から成る群コー ドによる選択呼出し及び電波

発射に際して一定のタイ ミングで行 う呼出名称の自動送信等の特徴的機能を

有している。

このような高度かつ新しい技術によるパーソナル無線は,簡 易無線業務用

として小型で取扱いが簡便であるほか,通 信品質が良好であ り,さ らに周波

数の有効利用及び電波の利用秩序の確保の面からも優れた特長を有 している

ため,こ れまでにない新しいパーソナル ・メデ ィアとして極めて大 きな社会

的要請に十分適合するシステムである。既に,58年9月 末現在の 免 許 局 数

は,お よそ25万 局に達し,今 後も大幅に増加する傾向にある。

7マ イ クロ波着陸装置(MLS)

現在,航 空機が空港に着陸する際,最 終進入及び着陸援助施設として計器

着陸装置(几S)が 広 く利用されているが・航空交通量の増大・ 空港及びそ
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の周辺の過密化に伴い,安 全上,騒 音対策上等種々困難な問題が生じるよう

になってきている。

MLSはILSに 代わ り,こ れ らの問題を抜本的に解決するものとして 各

国で開発が進められているもので,米 国では既に一部実用化されてお り,ス

ペースシャトルの着陸誘導にも利用されている。我が国においても既に実験

局が4局 開設され,基 礎実験及び実用化実験が行われている。

システムの概要は第2-7-8図 に示したとお りであ り,5GHz帯 の マイ

クロ波を利用して薄い ファンビームを左右及び上下に時分割で 走査させ,

これを航空機上で受信し,△Tか ら滑走路に対する自機の方位及び仰角を連

続的に測定することにより,精 度の高い着陸誘導を行おうとす る もの であ

る。

MLSに は,主 に次のような特徴がある。

① 直線の進入コースが一つに限られるILSに 比べて,誘 導覆域が滑走路

の中心線の延長線上左右40。,通 達距離20NM(海 里)と 広 く,同 覆域内

において曲線を含めて任意の進入コースが選定できるため,空 港周辺空域

の有効利用による安全性の確保,人 口密集地域の上空通過回避による騒音

公害防止,航 空燃料の節約等が図れること。

② 所要の運用要件を満たすために広大な平坦地を必要とするILSに 比較

して狭あいな空港においても十分な精度の着陸誘導が期待できること。

③ 同時に多数の航空機に対してサービスが可能となるほか,将 来,全 自動

着陸への発展が期待できること。

④ 高角度進入誘導が可能であることから将来発展が予想されるSTOL機,

ヘ リコプター等にもサービスが可能であること。

MLSは 実用段階に入っていることから 国際的な標準化作業が 国際民間航

空機関(ICAO)で 行われてお り,方 位誘導装置及び高低誘導装置に ついて

は標準及び勧告方式が規定されたほか,精 密距離測定装置(DME/P)に つ

いても標準及び勧告方式の案が作成されている。 ま た1995年 を目途 とした

ILSか らMLSへ の移行計画が1981年 に開催 された通信部会会議で勧 告 さ



一352一 第2部 各

第2-7-8図

論

MLSの 概念図及び角度測定原理説明図

＼

!!._一 一袖
!17

1/ノ ノ7
,1

7∠1ノ,' ノ 　
ア ノ らノズ ノ

z…多多 ∫二二二二=二_

方位 アンテナ 高低 アンテナ

滑走路

(度)

ピ

1
ム

方

向0

角

θ

"往"

(TO)

』復"

(FRO)

(a)ビ ー ム走 査

震↑

△T

時間

(b)受 信信号

れ て い る。

8衝 突防止装置(CAS)

航空交通量の激増により,近 年,航 空機相互間の空中衝突の危険性が増加

してきているのに加えて,航 空機の高速化に伴いパイロット自ら衝突防止機

能を果たすことは,人 間の視認判断による回避操作にも限界があることか ら

極めて困難な状況になってきている。
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CASは,こ の よ うな背 景 か ら,航 空 機 相 互 間 の空 中衝 突 を 未 然 に 防 止す

るため,各 国 で 開 発 が進 め られ て い る もの で あ り,我 が 国 にお い て も46年7

月30日 全 日空 ボ ーイ ン グ727と 自衛 隊 のF86が 雫 石 上 空 で 空 中 衝突 して161

人 の死 者 を 出す 大 事故 を契 機 として 本 格 的 な開 発 が 始 め られ てい る。

我 が 国 で開 発 して い るCASは 航 空 交 通 管 制 に 利用 され てい る二 次 監視 レ

ー ダ(SSR)の モ ー ドA/Cを 基 礎 と したB-CAS(BeaconbasedCAS)

で あ る。

これ は第2-7-9図 に示 した よ うに,SSRと 同一 の周 波 数 を 使用 し て 自

機 に接 近 す る航 空 機 に 対 し質 問信 号 を 発 し,相 手 機 のATCト ラ ンス ポ ン

ダか らの応 答 信 号 を 受信 して,こ の 応 答遅 延 時 間 等 か ら相 手機 の位 置 を 把 握

し よ う とす る もの で,必 要 に応 じて パ イ ロ ッ トに 警 報 を発 す る もので あ る。

この方 式 の特 徴 は,自 機 がB-CASを 搭 載 して いれ ば,ATCト ラ ンス

ポ ン ダを搭 載 して い る航空 機 に 対 し有 効 に機 能 す る こ とか ら,漸 次 導 入 が 可

能 で あ る こ と,既 存 のSSRと コ ンパ テ ィ ビ リテ ィを有 す る こ とな どが 挙 げ

られ る。

一 方
,ICAOで は,1981年 の通 信 部 会 会議 の勧 告 に 基 づ い て,SSRの 改

善 と衝 突 防 止 装 置 に つ い て 検討 す る機 関(SICASパ ネ ル)が1981年11月 セこ

設 置 され,SSRモ ー ドSと この 信 号形 態 を 利用 した 衝 突 防 止 装置 の検 討 が

58年5月 か ら始 ま った 。

9レ ーダプロッテ ィングの 自動化方式

レーダは,船 舶の安全航行にはなくてはならない無線設備であり,最 近の

石油タンカー等の船舶の大型化に伴い,そ の重要性はます ます高まって くる

とともにその機能の改善が要望されていた。

国際海事機関(IMO)は,こ のような背景のもと,従 来,人 手に よ り レ

ーダ指示器表面に記録していた他船の航跡を自動的に表示するとともに,針

路 と速度を計算,評 価して衝突回避に有効な情報の形で表示する機能(自 動

レーダプロッテ ィソグ機能)の 研究開発を進め,我 が国も参加してきた。
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第2-7-9図CASの 概念図糠/
///、 ＼ ＼
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質 問1030MHz
応 答1090MHz

デー タ リンク

↑SSR

自動 レーダブ目ッティング機能は,レ ーダから発射され他船に反射して戻

って くるレーダ電波の復調信号,ジ ャイロコンパスからの針路信号,ス ピー

ド百グからの速度信号等をマイクロプロセッサで計算処理することにより実

現される。

表示内容は,通 常のレーダ表示に加え,他 船の速度 と針路のベ ク トル表

示,過 去の航跡,最 接近予測距離及び時間,衝 突予測危険範囲等であ り,さ

らに他船が衝突予測危険範囲に進入してきたとき警報を発生 させる。

IMOで は,レ ーダに本機能を付加することにより船舶の衝突の防止が 図

れることから,1974年 の海上における 人命の安全のための 国際条約(SOL

AS条 約)を 改正し,1984年9月1日 以降1万 総 トン数以上の船舶に順次本

機能を有するレーダの設置を強制す ることとした。

これに備えて,郵 政省は,IMO総 会決議に準拠 して技術的条件を定め,

58年2月1日 に無線設備規則を改正した。
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10漁 業新通信 システム

現在,我 が国の沿岸漁業に主 として従事している総 トソ数10ト ソ未満の漁

船の船舶局は5万1,623局(57年3月31日 現在)あ り,主 に26MHz帯 及び

27MHz帯 の1WDSBの 無線設備を設置して操業上の安全の確保と漁 業 経

営の円滑な運営等に大きな役割を果たしている。

一方,最 近においては,操 業に関する打合せ等の通信量の増加に伴い,陸

上の施設と直接通話ができるシステムが要望されていた。

漁業新通信システムは,こ の要望に対処し,58年6月15日 から導入したも

ので,そ の主な諸元は,第2-7-10表 のとお りである。この通信シス テム

は,海 岸局か ら50～60kmの 海域をサービスエ リアとするものであるが,船

舶から陸上の施設 と通信する回線は,半 複信方式の無線回線 と公衆通信回線

とが,海 岸局に設置された手動方式の有無線連絡装置により接続され,海 岸

局 と船舶局との連絡設定には,選 択呼出技術を採用していることから,通 信

回線の秘匿性が確保されている。また,船 舶局の無線設備においては,シ ソ

セサイザー技術を採用して,多 数のチャンネルが使用できる構成とするとと

もに,機 器の安定化及び低廉化が図られている。

さらに,海 岸局 と船舶局との間及び船舶局相互 間 の通 信 は,現 行の26

MHz帯 及び27MHz帯 の1WDSBと 同様な通信形態で確保できる。 した

がって,こ の通信システムは,ま だ海岸局を開設していない地域及び船舶局

を開設していない小型漁船にまで広 く普及するものと予想される。

11多 重 放 送

多重放送は,テ レビジ ョン放送や超短波放送(FM放 送)の 電波の周波数

的又は時間的な 「すき間」を利用して,別 の情報を同時に放送するものであ

り,電 波の有効利用が図られ放送メディアの多様化が期待できる。

多重方式 としては,本 来の放送番組 との間の相互妨害がな く,良 好な品質

が得られ,し かも普及性のあることが開発の 目標となっている。
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第2-7-10表 漁業新通信システムの主な諸元

項 目 海 岸 局 船 舶 局

電 波 の 型 式1・ ・E
1A・E

使 用 周 波 数

陸 上 通 話 波(35～36MHz)1～3波

地 区 陸 船 波(39～40MHz)1～2波

全 国 共通 波(〃)1波

陸上通話波(39～40MHz)1～3波

地区陸船波(〃)1～2波

全国共通波(〃)1波

船 間 波(〃)20波

空 中 線 電 力 巨 ・W以下
1・w以 下

発 振 方 式 水晶発振方式
1シ ンセサ ・ザ方式

通 信 方 式 単信方式

半複信方式(陸 上通話波)
単信方式

選択呼骸 置陣 択呼出信号発生鑓 睡 期 出信号拙 難
撫 縫 絡姻 手動式 1一

空 中 線 系 垂直偏波

水平面無指向性又は指向性

垂直偏波

水平面無指向性

サ ー ビ・ 一 ・ア1半 径 ・・一 ・・㎞

(1)テ レビジョン多重放送

信号を多重する方法 として,実 用性があると考えられるものは,映 像信号

の垂直帰線消去期間あるいは音声信号の副搬送波に別の信号を重畳す るもの

である。

一般受信者を対象とする多重放送としては
,現 在テレビジョン音声多重放

送,文 字放送,フ ァクシミリ放送,静 止画放送等があるが,こ の うちテ レビ

ジョン音声多重放送については,57年12月 に放送が開始 されている。

ア.文 字 放 送

映像信号の垂直帰線消去期間の一部に,時 刻,ニ ュース,天 気予報,聴 力

障害者向け字幕等の文字あるいは簡単な図形を重畳して放送し,受 信側では

アダプタを付加することにより,テ レビ受信機のブラウン管上に,単 独に,

あるいはス・一パーインポーズの形で文字又は図形を表示するものである。一
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般的には,数 種類の情報が同時に放送され,受 信者側でそれを自由に選択す

ることとなる。

文字放送の方式については,走 査方法,伝 送方法,伝 送速度,制 御信号等

の異なるものが開発され,提 案されているが,電 波技術審議会では,こ れら

の方式を基にして,普 及性,発 展性,国 際性等を考慮し,53年12月 に 「文字

放送の方式の基本」について答申を行った。さらに,こ れ を 基 に,野 外実

験,室 内実験を行い,56年3月 に 「文字放送の方式(パ ターン伝送方式)の

技術基準」について答申している。

また,伝 送速度の速い,符 号化伝送方式(コ ー ド(ハ イブリッド)伝 送方

式)の 文字放送についても電波技術審議会において,55年 度以来審議が進め

られており,57年3月 にコー ド(ハ イブリッド)伝 送方式に関する 「文字放

送(符 号化伝送方式)の 方式の基本」を答申した。

これにより簡易なコー ドコソパータの接続が可能なパターン伝送方式の受

信機の設計が可能となり,こ の結果,パ ターン伝送方式の受 信 機 の所有者

は,コ ー ド伝送方式の放送が開始されても経済的で簡易なコードコンパータ

の付加による容易な受信が可能となった。

イ.フ ァクシミリ放送

現在のテレビジョン放送にファクシミリ信号を重畳して放送し,受 信老は

アダプタ及び記録装置を用いて,印 刷物の形で情報を得るものであ り,フ ァ

クシミリ信号を重畳する方法としては,音 声副搬送波を利用するものを開発

研究している。

57年度の電波技術審議会では,送 信装置の特性の調査,伝 送 路 の所要特

性,各 種制御信号等について検討を行った。

その結果,基 幹局の現用送信装置でファクシミリ信号を送信することは可

能であるが,フ ァクシミリ信号の重畳による音声搬送波のスペ クトルの広が

りが映豫へ及ぼす妨害の調査では,受 信機の中に妨害を受け易い機種がある

ことなどが判明した。
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ウ.静 止画放送

映像信号の垂直帰線消去期間の一部に静止画の信号を重畳して放送するも

のであり,本 来のテ レビジョン放送を映画 とすれば,静 止画放送はスライ ド

に相当する。

また,テ レビジョソ音声多重放送と組み合わせて音声付きの静止画放送と

す ることも可能である。静止画放送は,技 術面,利 用面とも検討すべき問題

が多く残されている。

(2)FM多 重放送

FM放 送電波に重畳できる信号については,50年 度から電波技術審議会に

おいて現行ステ レオ受信と両立する4チ ャンネルステレオ音声信号を重畳す

ること,現 行のステレオ音声信号 と別の音声信号を重畳 す る こ と,及 び1

kb/s程 度の伝送速度を もつ,デ ータ信号(例 えばFM番 組を 受信する上で

役立つ情報や天気予報等)を 重畳することについて審議が進められ て い た

が,58年3月 答申がなされた。答申では各信号の重畳について,そ れぞれ解

決すべき問題点はあるが可能性はあるとし,ま た,こ れ らの実施に必要とす

る具体的な技術的条件の詳細については,多 重方式の利用が具体化す る段階

で,慎 重に検討す るのが適当であるとしている。

1212GHz帯 衛星 テ レビジ ョン放送 の音声信号方式

放 送 衛 星 に よ る12GHz帯 テ レ ビジ ョン放 送 の開 始 に 当た り,電 波 技術

審 議 会 は 最近 の デ ィ ジ タル技 術 の急 速 な 進 歩 を 反映 して,そ の 音声 信 号 方式

と してPCM(パ ル ス符 号 変 調)方 式 を 選 定 す る と と もに,そ の技 術 的 条 件

につ い て57年12月 に 答 申 した 。

PCM方 式 では,音 声 の 高 品 質 化,多 チ ャン ネ ル化 が実 現 で き,ま た,最

近 の デ ィ ジ タル技 術 開 発 の進 展 に よ っ て受 信 機 の 低廉 化 も可 能 で あ る 。

この方 式 の採 用 に よ り,音 声 信 号 とし て は,DAD(デ ィジ タ ル ・オ ーデ

ィオ ・デ ィス ク)並 み の高 品 質 音 声 ス テ レオ1チ ャン ネ ル又 は 現 在 のFM放

送 並 み の 品質 の音 声 ス テ レオ2チ ャン ネ ルが 放 送 で き る こ と とな った 。
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また,テ レ ビジ ョソ放 送 に 多重 す る コ ー ド ・デ ー タ放 送,フ ァ ク シ ミ リ放

送 等を 可 能 とす るた め の伝 送 容 量 の確 保,高 品質 独 立 音声 放送 等へ の機 能 の

拡張 性 につ い て も考 慮 され てい る。

なお,こ の 方 式 を採 用 した 衛 星 テ レ ビ ジ ョン放 送 は59年2月 期 に打 ち 上 げ

られ る実 用 放 送 衛 星2号 一a(BS-2a)か ら実 用 化 され る予 定 で あ る。

13緊 急警報放送 システム

非常災害時における予報 ・警報等の緊急情報を迅速かつ漏れな く住民に周

知する手段として放送は有効であるが,深 夜等家庭の受信機のスイッチが入

ってない場合には無力のものになってしまう。

そこで,こ の問題を解決するために開発されたのが 「緊急警報放送システ

ム」である。

このシステムは,放 送局で緊急情報を放送するに先立って特定の制御信号

(緊急警報放送信号)を 送出すると,受 信者側で,あ らか じめ備えたアダプ

タ(緊 急警報放送受信機),あ るいはアダプタ内蔵型の受信機で,こ の信号

を受信することにより,自 動的にスイッチが入 り,警 報音が聞こえるととも

に,そ れに続く緊急情報を聞 くことができるものである。

このシステムについては,55年1月 設置した 「緊急放送 システム技術懇談

会」(構成員 郵政省,NHK,民 放事業者等)の 予備的検討を踏まえ,55年

度から電波技術審議会において 「放送電波に重畳する緊急警報信号に関する

技術的条件について」の審議が進められていたところであるが,57年12月 答

申がなされた。

現在,そ の実用化に向けて,防 災関係機関,放 送事業者等と協議を進めて

いるところである。

14高 精度測位技術の研究開発

超長基線電波干渉計(VLBI)シ ステムは,電 波星あるいは人工衛星から

の微弱な電波を遠 く離れた2地 点で受信し,磁 気テープ上に時刻とともに精
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密記録する。 この二つの受信テープの信号を相関法により比較すると,電 波

の2地 点への到達時間差を高精度に求めることができる。VLBIシ ステムは

当初電波天文の研究に用いていたが,近 年2地 点間の時刻同期や測地的応用

が脚光を浴びてお り,こ れを基にした地殻変動測定,長 期的地震予知をもた

らすプレー ト運動の検証のほか,衛 星の軌道決定,極 運動,地 球回転,位 相

ゆらぎ検出による電波伝搬等多方面の応用が期待 されている。

電波研究所では従来か らVLBIシ ステム開発に必要な,高 安定原子周波

数標準器や超精密時刻同期,天 体電波源や人工衛星追尾,高 速VLBIデ ー

タ処理等の技術を持ち,こ れを利用して衛星軌道及び電波の位相ゆらぎ等の

測定のためのシステム開発を行 ってきた。 我が国で 最初のVLBIシ ステム

(K-1)に よる国内実験を,52年 電波研究所鹿島支所 と電電公社横須賀電

気通信研究所で行い,人 工衛星の雑音電波の到達時間差決定誤差 ±5nsを

得た。次いで,電 波の位相ゆらぎ等の測定のため,帯 域幅合成による受信帯

域の拡張,マ イクロ回線で データ伝送を行 う実時間相関処理等,改 良した

VLBIシ ステム(K-2)を 開発し,電 波研究所鹿島支所一同平磯支所間の

実験で到達時間差決定誤差 ±0.2ns以 下を得た。

国内では測地学審議会の建議により,54年 度か ら始まった第4次 地震予知

計画(5か 年)に おける 「長期的予知のための技術の開発と研究」の中で,

宇宙技術による測地測量の基礎技術の研究進展を図ることが指摘された。

また,国 際的には,宇 宙開発委員会と米国航空宇宙局(NASA)と の合意

(54年7月)に より,日 本(電 波研究所)と 米国(NASA)と の間でVLBI

実験により地殻変動等を調べる 「地殻プレー ト運動の研究」が協力テ・一マに

とりあげられ,58年 度末から日米実験が開始され ることとなってお り,非 エ

ネルギー分野の日米科学技術協力協定(55年5月1日 締結)に 基づ く協力テ

ーマともなっている。

電波研究所では内外の要請を受け,米 国システムと互換性のある超高精度

電波千渉計システム(K-3)開 発5か 年計画(54-58年 度)を 策定し,施

設の開発 ・研究を開始した。そして57年 度は前年度に引き続きバ ックェン ド
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部 の 開発 を継 続 す る とと もに,VLBI用 水素 メーザ 周 波 数 標準 器,水 蒸 気 ラ

ジオ メ ー タ,デ ー タ処 理 ・解 析 ソ フ トウ ェア の開 発 を 行 い,58年 度 末 に 予 定

され て い る初 の 日米 実 験 に 向 け て準 備 を進 め てい る。 この計 画 が軌 道 に のれ

ば,日 米 間 の距 離 が数cm以 下 の誤 差 で測 定 され る と と もに,太 平 洋 プ レー

トの 動 き が確 か め られ,ひ い て は長 期 的 地 震 予 知 へ の 利用,さ ら に 地球 回

転,国 際 時 刻 同期 比較 等 多 くの分 野 へ の 寄 与 が期 待 され てい る。

15電 波音波共用上層風 隔測装置(上 層風 ラス ・レーダ)の 開発

研究

大気汚染物質の分布状態の事前評価等に必要な上層大気中の風向風速 ・気

温高度分布を地上から連続的に遠隔測定するための電波音波計測システム,

ラス ・レーダ(RASS:RadioAcousticSoundingSystem)の 開発研 究 を

環境庁の国立機関公害防止等試験研究プ目ジェクトの一環として,55年 度か

ら3年 計画で実施した。

地上の音源から発射したパルス音波の球形音波面か らのCW電 波が反射

され,地 上にスポッ ト状の集束像を結ぶこと,及 び風による音波面の移動に

伴い電波の集束像が移動する性質を利用して,ア レー状(6x6)配 列の電波

受信アンテナで集束像を検出追跡することにより,上 空の風向風速 ・気温高

度分布を遠隔測定する装置を試作した。57年 度に実施した性能評価実験によ

り,高 度約800mま での気温分布及び高度約300mま での風向風速分布が測定

可能であることが確認された。

16マ イ ク ロ波 リモ ー トセ ン シ ン グ

電 波 に よ る リモ ー トセ ン シン グは,従 来,主 に 用 い られ て きた可 視 赤 外 領

域 の光 を 利 用 す る もの と異 な り,昼 夜 の 区 別 な く,天 候 に 左 右 され る こ とな

く観 測 が可 能 で あ る。 特 に,マ イ ク ロ波 に よ る リモ ー トセ ン シ ン グは今 後,

電波 の主 要 な 利 用 分 野 の一 つ にな る と予 想 され るた め 電 波 研 究所 で は,電 波

の有 効 利 用 の観 点 か ら,各 種 マ イ ク 目波 リモ ー トセ ン シ ン グに関 す る研 究 を
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行っている。

① 散乱計:雨 域及びその降雨強度の観測を行 う航空機搭載マ イ ク ロ波

(10GHz及 び34.5GHz)雨 域散乱計を53,54年 度で製作 し,57年 度

末までに約107時 間の飛行実験を行った。57年度の梅雨期には鹿島支所

と共同で多周波 レーダによる降雨観測実験 も行 った。また宇宙基地用降

雨 レーダの設計仕様を検討 した。

海面の風向,風 速算定アルゴリズムを確立し,こ のアルゴリズムを使

って56年 度に実施した海面散乱実験の全データの解析を終えた。電波の

散乱特性の基礎データ収集のため,室 内実験用FM-CW(10GHz帯)

レーダシステムを整備し,基 礎実験を行った。

② 放射計:大 気の等価伝搬遅延長及び電波の減衰を測定する高精度微分

輻射測定法を開発した。 これ らの成果をMOS-1の 放射計予備検証実

験に反映すべく,宇 宙開発事業団と共同実験を開始 した。

③ 合成開ロレーダ:56,57年 で合成開ロレーダデータの高速ディジタル

処理装置の整備を完了 し,SEASATデ ータの画像再生 ソフ トウェァの

改良を進めた結果,70km×50kmの 散乱データを約4時 間で画像 化 す

ることに成功 した。

17レ ー ザ リモ ー トセ ン シ ン グ

電 磁 波 の 有 効 利 用 の 一 つ と して,リ モ ー トセ ソ シ ン グ技 術 の 開 発 は,近 年

マイ クロ波 か ら レ ーザ波 まで,と み に 盛 ん に 行わ れ て い る。 レーザ を 用 い た

リモ ー トセ ン シ ン グの 場 合,レ ーザ 波 の 超 高 周 波 特 性(1013～1015Hz)に 基

づ き,原 子,分 子 の組 成 の測 定 が可 能 で あ る 。

電 波 研 究 所 で は,光 化 学 ス モ ッ グ発 生 時 に 重 要 な役 割 を演 ず るオ ゾ ン分子

と,炭 酸 ガ ス レー ザ との間 で生 ず る 吸収 効 果 を利 用 し た差 分 吸収 型 オ ゾ ンモ

ニタ用 レーザ レー ダの 開発 研 究 を 進 め て き てお り
,現 在,よ り広 域 な オ ゾン

モ ニ タを 目的 とした 飛 行 機 搭 載 用 小 型 レーザ ーオ ゾン モ ニ タ装 置 の 飛 行 実 験

を重 ねつ つ 研 究 開 発 中 で あ る。
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第5節 有線伝送及び交換技術

1デ ィジタル伝送方式

(1)デ ィジ タル 中 継伝 送 方 式

デ ィジ タル伝 送 方 式 は,音 声 は も と よ り画 像 通 信,デ ー タ通信 等 の多 様 な

情 報 を 経済 的か つ 高 品 質 で 伝 送 で きる特 長 を 有 して お り,デ ィジ タ ル1次 群

(1。544Mb/s)か ら5次 群(397.2Mb/s)ま で の デ ィジ タ ル・・イア ラー キに

沿 った 各種 の有 線 伝 送 方 式 が 実 用 化 され て きた 。

平衡 対 ケ ー ブ ルを 用 い た デ ィジ タル伝 送 方 式 と して は デ ィジ タル1次 群 に

適 用す るPCM-24方 式 が あ り,我 が 国初 の デ ィ ジ タル伝 送 方 式 と して 集 中

局 ～端 局 等 の近 距 離 回 線 に使 用 され て きた が,56年 度 に は 諸 機 能 の 向上 を 図

ったDP-1.5M方 式 が 実 用化 され た。

標準 同軸 ケ ー ブル を 用 い たデ ィジ タル 伝送 方 式 として は,中 ・短 距 離 区 間

に適 用 され るDC-100M方 式(電 話1,440回 線 又 は4MHzテ レ ビ15回 線)

の実 用 化 に 続 き,デ ィジ タ ル伝 送 方 式 と しては 世 界 最 大 の伝 送 容 量 を 持 ち,

長 距 離 区 間 に 適 用 され るDC-400M方 式(電 話5,760回 線又 は4MHzテ レ

ビ60回 線)が51年 度か ら商 用 に供 され てい る。 また,57年 度に はDC-100M

方 式 の 改 良方 式 で あ るDC-100M-R方 式 が 実用 化 され た 。

一方
,網 とし て のデ ィ ジ タル 化を 推 進 す るた め,53年 度 に は 網 同期 方 式 及

び デ ィジ タル1次 群 レベ ル を 同期 化 しデ ィジ タル ・デ ー タ交 換 網 に よるサ ー

ビス を提 供 す るた め の デ ィジ タルデ ー タ伝 送方 式 が実 用 化 され た 。そ の後56

年 度 に は デ ィジ タ ル中 継線 交 換 機 と組 み 合わ せ て電 話 網 の 本 格 的 な デ ィジ タ

ル 化 を行 うた めに,デ ィ ジ タル2次 群 レベ ル で 同期 多 重 変 換 を行 う市 外 系 デ

ィジ タル 同期 端 局 方 式 が 実 用化 され,57年 度 に は デ ィジ タ ル加 入 者線 交 換 機

と組 み合 わ せ,市 内中 継網 の デ ィジ タル 化 を 目的 とした 市 内 系 デ ィジ タ ル 同

期端 局方 式 が実 用 化 され た 。
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(2)デ ィジ タル 符 号 化 方 式

音 声 信 号 を デ ィジ タル 信 号 に変 換す るた め の符 号 化 装 置 につ い て は,LSI

単 一 チ ャン ネ ル符 号 器 を 用 い て小 形 化,経 済 化 を 図 ったPCM端 局 装 置 が

56年 度 に 実 用 化 され た 。

テ レ ビジ ョン信号 の符 号化 装 置 につ い て は,53年 度 に カ ラ ーテ レ ビジ ョン

信 号 を6.3Mb/sに 変 換す る フ レー ム 問符 号 化 装 置 が,ま た56年 度 に は32

Mb/sに 変 換 す る フ レー ム 内符 号 化 装 置 が そ れ ぞ れ 実 用 化 され て お り,57年

度 か ら これ らにつ い て新 ア ル ゴ リズ ム の採 用,主 要 部 分 のLSI化 等 に よ り,

一 層 の高 品 質 化 ,経 済 化 を 図 った 装 置 の 実 用 化 が 進 め られ て い る。

(3)デ ー タ伝 送 方 式

デ ー タ通 信 シス テ ム の 構 成 に 当 た っ て,デ ー タ端 末 装置 と コ ン ビ 凸一 タ

間,あ るい は,コ ン ピ ュー タ相 互 間 で デ ー タ の送 受 信 を いか に 能 率 よ く行 う

か が 重要 な要 素 とな ってお り,デ ー タ通 信 シ ス テ ム の多 様 化,取 り分 け 端 末

の 多様 化 に伴 っ て50b/s～ 数10kb/sと い う広 範 囲 な 速 度 で の デ ー タ伝 送 が

要 求 され て い る。

電 電 公 社 で は,デ ー タ回 線 の 高 速 化 ・経 済 化 を 図 るた め,各 種 デ ー タ伝 送

方 式 の開 発 を 進 め て い る。 従来 の デ ー タ伝 送 は,変 復 調 装 置 を 用 い た アナ ロ

グ伝 送方 式 に よ って い た が,現 在,端 末 まで の 全 区 間 を デ ィジ タル 構 成 で伝

送 す るデ ィジ タル デ ー タ伝 送 方 式 が 実用 化 され て い る。 この方 式 は,局 間伝

送 路 とし てDC-400M方 式 等 の デ ィジ タ ル伝 送 方 式 の ほ か,DAT方 式(ア

ナ ロ グ伝 送 路 に よ り,デ ィジ タ ル情 報 を伝 送 す る方 式)に よ り,200b/s～48

kb/sの デ ー タ信 号 を 伝 送 す る もの で あ る 。

57年 度 に は 本 方 式 の 一 層 の 経 済 化 を 図 った 諸 装 置 の実 用 化 を 行 う と と も

に,数kb/s～ 数Mb/sの 高 速 度 デ ー タ伝 送 サ ー ビス を 可 能 とす る高 速 デ ィ

ジ タ ルデ ー タ伝送 方 式 の 開 発 が 進 め られ て い る。

(4)デ ィジ タル 加 入 者 線 伝 送 方 式

2線 メ タ リ ック ケ ー ブル を 用 い て64kb/s及 び16kb/sの 双 方 向伝 送 を可

能 と し,端 末一 端 末 間 の デ ィジ タル1リ ン クサ ー ビスを 経 済 的 に 実 現 す る デ
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イジ タ ル加 入 者 線伝 送 方 式 の開 発 が進 め られ て お り,59年 度 か ら現 場 試験 が

開始 され る予 定 で あ る。

2光 フ ァイバ ケー ブル伝送方式

光 フ ァイバ ケ ー ブル伝 送 方 式 は,光 フ ァイバ を 伝 送 媒 体 とす る もの で,①

直 径0.1mm程 度 の 光 フ ァイ・ミ1本 で,同 軸 ケ ー ブ ル心 と同 等 あ るい は それ

以 上 の容 量 の伝 送 が で きる,② 光 フ ァイ バ の直 径 が 細 い の で 多心 ケ ー ブル を

細 径 で 実現 で き る,③ 低損 失 で あ るた め 中継 距 離 が 長 くで きる,④ 漏 話 が無

視 で き る,⑤ 軽 量 で 可 と う性 に 優 れ て い る,⑥ 電 力 線,電 気 鉄 道 等 か らの外

部 誘 導 を 受 け ない,⑦ 限 りあ る銅 資 源 を 使用 す る必 要 が な い こ とな ど,多 く

の 特 長 を有 し てい る。 この ため,各 方 面 で光 フ ァイバ,光 源 で あ る各 種 レ ー

ザ,発 光 ダイ オ ー ド,受 光 器,中 継 器,変 調 器 等 の研 究,実 用 化 が進 め られ

て い る。

電 電 公 社 に おい ては,量 産 化,経 済 化 に 適 した 製 造 法 で あ るVAD法 の

開 発 を は じめ,1.3μm波 長 帯 にお け る極 低損 失(0.5dB/km以 下)の 多 モ ー

ドフ ァ イバ 及 び1.5μm帯 にお け る損 失 が,0.2dB/kmを 下 回 る単 一 モ ー ド

フ ァイバ の試 作,平 均 損 失0.1dB以 下 の新 しい 融 着 接 続技 術 の 開 発,800

Mb/sデ ィジ タ ル伝送 実験 の成 功,1,3μm帯 半 導 体 レーザ の 実用 化 等 の 成

果 を上 げ て い る。 こ の よ うな成 果 を踏 ま え,中 小 容量 光 フ ァイ バ 伝送 方 式 に

つ い て は,53年 度 に都 内 の約20kmの 区 間 に おい て,54年 度 に は 実用 化 に 近

い か た ち で川 崎市 内 約18kmの 区間 にお い て,そ れ ぞれ 現 場 試験 が 行 わ れ

た 。 これ ら の試験 結果 を基 に,56年 度 に グ レーデ ッ ド型光 フ ァ イバ ケ ー ブ ル

に よ り都 市 内の 電 話局 間を 結 ぶ32Mb/sの 伝 送方 式 及 び100Mb/sの 伝送 方

式 が 実用 化 され,さ らに6.3Mb/sの 伝 送 方 式 の 実 用化 が 進 め られ て い る。

また,今 後 の基 幹 伝 送 路 とし て,大 容量,長 距 離 区 間 に 適用 す る大 容量 光

フ ァイ バ ヶ 一 ブ ル伝 送方 式 につ い て,57年 度 に は 単一 モ ー ド光 フ ァイバ ケ ー

ブ ルを 用 い た400Mb/sの 伝 送 方式 が実 用 化 され,北 海 道 か ら九 州 に至 る 日

本 縦 貫 の デ ィジ タル伝 送 路 の構 築 を 開始 した 。
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一方,陸 上用の光ファイバケーブル伝送方式の開発 と並行して,海 底光 フ

ァイバケーブル伝送方式の開発も進められてお り,1.3μmの 長波長帯の光源

を用い,1.5～400Mb/sの デ ィジタル信号を無中継で伝送可能 な 方 式 及び

400Mb/sの デ ィジタル信号を海底区間で中継伝送す る方式の実用化が 進 め

られている。

また,映 像信号(4MHzカ ラーTV信 号)を 伝送する光ファイバケーブ

ル伝送方式の開発が進められ,57年 度に実用化された。

このほか,光 ファイバケーブル伝送方式を加入者系へ適用するための研究

が進められている。

国際電電においては,将 来の国際通信用幹線伝送路 として期待されている

長距離光海底ケーブル方式の開発が進められている。 システムの目標は,最

大方式長1万km,伝 送速度約300Mb/sで 最大3サ ブシステム 実装が可能

なもので,伝 送容量は,電 話換算で4,000回 線から12,000回 線である。

この開発の一環として57年6月 に相模湾において実験を行い,光 海底ケー

プル,光 海底中継器の基本性能の確認が行われた。

引き続き,長 距離方式実用化のための信頼性の改善等の開発が進められて

いる。

3ア ナ ログ伝送方式

(1)通 信用ケーブル技術

平衡対ケープルに関する技術については,細 心化,多 対化,伝 送特性及び

信頼性の向上等を図る観点から開発が進められており,こ れまで,紙 絶縁の

スタルペスヶ一ブル,ポ リエチレソ絶縁の市内CCPケ ーブル,発 泡ポリエ

チレン絶縁の中継PEF-LAPヶ 一ブル等が実用化 されている。 この うち,

主に地下き線に使用されるスタルペスケーブルは,今 後の非電話系サービス

に対しては漏話特性からくる心線収容制限等の面で制約がある。このため,

55年 度には高発泡ポ リエチレンを用いて絶縁被覆の薄肉化,漏 話特性の向上

を図った市内PECケ ーブルが実用化された。



第7章 技術及 びシステ ムの研 究開発 一367-

一 方
,同 軸 ケ ー ブル につ い て は,陸 上 の大 容 量 伝 送 路 に 用 い られ る もの と

して,CCITT規 格 に 基 づ い た9.5mm同 軸 ケ ー ブル と4.4mm同 軸 ケ ー ブ

ルが 実 用化 され て い る。

また,海 底 の大 容 量 伝 送 路 に 用い られ る もの とし て は,浅 海 部 に使 用 され

る鉄 線 外 装 付25mm海 底 同軸 ケー ブル と深 海 部 に使 用 され る無 外装 の38mm

海 底 同軸 ケ ー プル が実 用 化 され て い る。

(2)伝 送 方 式

平衡 対 ケ ー ブ ルに 適用 す る多 重 化 伝送 方 式 と して は,音 声12回 線 を二 対 の

平衡 対 で双 方 向 伝送 す るT-12SR方 式 が あ り,集 中局 ～ 端 局 間 等 の 近 距

離 回線 に 適 用 され て い る。

また,平 衡 対 ケ ー ブル を用 い て4MHz帯 域 の 白黒 及 び カ ラ ーテ レビ信号

を ベ ー スバ ン ドで 中 継す るた め の方 式 と して,中 継 器 の伝 送 特 性 の 改 善 に よ

り適 用 距離 の延 長 を 図 ったITV-4M方 式 が実 用 化 され て い る。

陸上 同軸 ケ ー ブ ル方 式 と して は,4MHz方 式(電 話960回 線),12MHz方
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第2-7-11図 同軸ケーブル方式の開発経過
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式(電 話2,700回 線)及 び60MHz方 式(電 話1万800回 線 又 は4MHzテ レ

ビ9回 線)等 が導 入 され てい る。

海 底 同軸 ケー ブル方 式 とし て は短 距 離 用 のCS-10M方 式(電 話900回 線)

及 びCS-36M-S方 式(電 話2,700回 線),並 び に 長 距 離 方 式 のCS-36M-

D2方 式(電 話900回 線及 び カ ラ ー テ レ ピ2回 線)及 びCS-36M-D1方 式

(電話2,700回 線)が 現 在 ま で に 実用 化 され て い る(第2-7-11図 参 照)。

また,59年 末完 成 予 定 で建 設 の 進 め られ て い る沖 縄 ・本 州 間 ケ ー ブ ル に は

CS-12M方 式 が用 い られ る。

国 際海 底 ケ ー ブ ル の うち 敷 設 ル ー トの 浅 い 日本 ・中 国 間 ケ ー ブル 及 び 目

本 ・韓 国 間 ケ ー ブ ル では 海 水 の 温 度 変化 に よる ケ ー ブ ル減 衰 量 の変 化 を 自動

的に 補 償 す る 自動 利 得 調 整 機 能 付 中継 器 が採 用 され て い る。

4デ ィジタル交換

交換機のデ ィジタル化によりデ ィジタル伝送路 と一体 となって,通 話品質

の向上及び網全体の経済化を図ることができるばか りでな く,加 入者線のデ

ィジタル化により,高 速非電話サービスの提供あるいは電話 と非電話サービ

スの同時提供といったサービス面での利便向上が期待できる。

このようなデ ィジタル交換機について電電公社では大局用の中継線交換機

であるD60形 自動交換機の商用試験を56年か ら4局 で順次開始 し,57年12月

には大手町局で最初のサービスを開始 した。

引き続き,加 入者線交換機及び中継線交換機機能を併せ持つD70形 自動交

換機の商用試験を57年か ら全国で開始し,58年10月 には青森局で最初のサー

ビスを開始した。

一方,こ れ らの技術をベースとしデ ィジタル加入者線用インタフェースを

持ったデ ィジタル加入者線交換機をはじめ,通 信処理用関門交換機能を有す

るデ ィジタル中継交換機,音 声蓄積サービス用の通信処理装置等の技術の確

立を進めてお り,こ れ らの交換技術をはじめ,各 分野にわたる新しい技術を

確認するため,電 電公社では57年度 より東京,三 鷹地区を中心に高度情報通
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信 シス テ ム(INS)の モ デ ル シス テ ムを 実 際 に構 築 し調 査 を 開 始 した 。

国際 電 電 で は,近 い将 来 の本 格 的 な 国 際通 信 網 のデ ィジ タル総 合 化 に 対 応

す るた め,新 型 の 国 際 関 門局 用 デ ィジ タル交 換 機 の研 究 開 発 とデ ィジ タ ル共

通 線信 号 方 式No.7の 実証 的 検討 が進 め られ て い る。

デ ィジ タ ル交 換 機 に つ い て は,万 一 の 障害 に際 して もサ ー ビス 中断 が な い

高 い信 頼 性 と,規 模 の 拡張 と機 能 の拡 充 に対 す る高 い 柔 軟 性 を 具備 す る シス

テ ムを 実 現 す る こ とを 目標 と して,汎 用 マイ ク ロプ ロセ ッサ に よる分 散 制 御

方 式 の デ ィジ タ ル交 換 機IDS(IntemationalDistributedSwitchingSys・

tem)が 試 作 され た 。 さ らに,本 シス テ ムの ソ フ トウ ェアに 対す る高 級 言 語

(C言 語)の 適 用 性 の 評 価 が行 わ れ てい る。

信号 方 式 につ い て は,近 年 標 準 化 され たCCITTNo.7信 号 方 式 を 上 記

IDSに 実装 し,実 証 実験 が行 わ れ てい る。 さ らに,こ れ を 用 い て,58年8月

か ら同信 号 方 式 の 日本/オ ー ス トラ リア間 対 向試 験 が 開 始 され た。

第6節 デ ー タ通 信 シス テ ム

1デ ータ交換網

近 年 の デ ー タ通 信 シス テ ム の発 展 と多 様 化 に伴 い,デ ィジ タル情 報 を 経 済

的 か つ 高 品質 ・高 速 で任 意 の相 手 と交 換 した い とい う需 要 が ます ます 高 ま っ

てい る。

これ に こた え て電 電 公 社 で は54年12月 か ら回 線 交換 サ ー ビス が4都 市 で,

55年7月 か らパ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス が7都 市 で 開 始 され た 。 以 降 サ ー ビス地

域 拡 大 に対 す る利用 者 の要 望 が 強 く,58年6月 末 に は それ ぞれ96都 市,183

都 市 に 拡 大 され た 。

国 際 電電 に お い て も,CCITT標 準 の ネ ッ トワ ー ク ・プ ロ トコル を採 用 し

た パ ヶ ッ ト交 換 シ ス テム に よ り,57年4月 よ り,国 際 公衆 デ ー タ伝 送サ ー ビ

ス(VENUS-P)が 開 始 され てい る。 当初 のサ ー ビス 対 地 は5か 国(米 国,
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英 国,フ ラン ス,西 独 及 び スペ イ ン)で あ った が,そ の 後 の 対 地 拡 張 に よ

り,58年6月 末 にお け るサ ー ビス 対 地 は14か 国 とな っ てい る。

な お,国 内 パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス 加 入 者 に よ るVENUS-P利 用 を 可 能

とす る国 内 パ ケ ヅ ト網 と の相 互 接 続 は,57年9月 よ り実施 され てい る。

また,外 国 の コソ ピ ュー タに 蓄 積 され て い る文 献 情 報,経 営 情 報 等 の デ ー

タベ ー ス を 我 が 国 の端 末 か ら検 索 す るた め の 国 際 コ ン ピ ュー タ ・ア クセ ス ・

サ ー ビス(ICAS)は,55年9月 以来 提 供 され て い た が,58年7月15日 を も

って,VENUS-Pに 統 合 され て い る。

2情 報処理技術

(1)ハ ー ドウェア

ア.本 体系装置

コンピュータは,半 導体技術の進歩を背景として,急 速な性能向上 とコス

トの低下を果たしてお り,汎 用機種の場合,こ の15年 間で演算速度は20倍

に,主 記憶装置のコス トは70分 の1に なっている。

従来は主 としてLSI等 の素子技術の進歩により,演 算速度の高速化を実

現 してきたが,今 後は,先 回り制御,並 列処理方式等の高速演算方式の開発

が課題 となっている。

記憶装置は,高 速ICメ モ リと低速ICメ モ リとで主記憶を構成 す る と

い う記憶階層方式が一般の大型機で採用されている。ここしばらくは,こ の

ような記憶階層が存続すると思われるが,高 速ICメ モ リの高集積化,低 価

格化に伴い,近 い将来,高 速大容量のICメ モ リのみで主記憶装置が構成さ

れる可能性がある。

イ.通 信制御処理装置及びファイル制御処理装置

情報処理機能の分散化傾向を反映し,従 来,中 央処理装置で行っていた通

信制御機能及びファイル制御機能を個別に実行する通信制御処理装置及びフ

ァイル制御処理装置の開発が進められている。
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ウ、 周 辺 装 置

周辺 装 置 は,大 別 して フ ァイ ル記 憶 装 置 と入 出 力装 置 に 分 け られ る。 フ ァ

イ ル記 憶 装 置 に つ い て は,高 速 化 ・大 容量 化 が進 め られ て お り,1ギ ガバ イ

ト級 の磁 気 デ ィス ク記 憶 装 置 や1台 当 た り数 十 ～ 数 百 ギ ガバ イ トの超 大 容 量

磁 気 記 憶 装 置 の 実 用 化 が進 め られ て い る。 また,高 密 度化,小 形 化 に よ る経

済 化 を 図 った 数 百 メガ パ イ ト級 の小 形 の 磁気 デ ィス ク記憶 装置 が開 発 され て

い る。

入 出力 装 置 は,さ らに,高 速 化 を 目指す と ともに,マ ンマ シ ンイ ン タ フ ェ

ー ス の改 善 を 目指 し,文 字 ・図形 ・音 声 等 に よる入 出 力 装置 の開 発 が 進 め ら

れ てい る。

(2)ソ フ トウ ェア

ア.デ ー タベ ー ス技 術

デ ー タの 大 容量 化 及 び 相 互 関 係 の複 雑 化 に 伴 い,よ り効 率 的 で 使 い やす い

高 度 な デ ー タ管理 機能 の必 要 性 が高 ま り,複 雑,大 量 の デ ー タを 一元 的 に管

理 して解 決 しよ うとす るデ ー タ シス テ ム の実 用 化 が進 ん で い る。

この種 の シ ス テ ムの 実 現 に 当 た っ て,デ ー タの蓄 積 につ い て の 物理 的配 置

や 論理 的 関係 付 け を 行 うデ ー タベ ー ス定 義 機 能,デ ー タ の検 索,更 新 及び 加

工 を行 うデ ー タベ ース 操 作 機能 等 を 備 え た デ ー タベ ー ス管 理 シス テ ム(DB

MS)の 開発 が 進 め られ て い る。

イ.ソ フ トウ 占 ア作成 及 び維 持 管 理 の 効率 化

ソフ トウ ェ ア量 の 飛躍 的 増 大,保 守 費 の急 増,プ ロ グ ラ ム要 員不 足 等 の 要

因 に よ り,"ソ フ トウェ アの 危 機"が 叫ば れ てお り,プ ロ グラ ム の 生 産 性 向

上 及 び維 持 管 理 の 効 率 化 が重 要 とな って い る。

ウ.ネ ッ トワ ー ク ・アー キ テ クチ ャ

最 近 の デ ー タ通 信 シス テ ム は,各 種資 源 の 分散 及 び 共 用,シ ス テ ム全 体 と

して の価 格 性 能 比 の 向 上等 をね らい と した ネ ッ トワー ク化 の 進展 が著 しい 。

しか し なが ら,複 数 の 電算 機,端 末 な どを通 信 回線 で 結 合 して効 率 的 な デ ー

タ通 信網 を構 築 す るた め に は,そ の 構 成 方法,通 信 規 約(プ ロ トコ ル)の 標
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準 化 等 多 くの問 題 を解 決 しな けれ ば な ら な い。

これ らの 問 題 を 個 々の シス テ ム対 応 では な く,統 一 的 に 解 決 す るネ ッ トワ

ー ク ・ア ーキ テ クチ ャの技 術 開 発 が 進 め られ て い る
。

この 具 体 的 な 動 き と して,郵 政 省 で は 「汎 用 コ ン ビ 凸 一 タ ・コ ミュ ニ ケ ー

シ ョン ・ネ ッ トワー ク ・プ ロ トコル(CCNP)」 の開 発 を進 め,55年 郵政 省

告 示 と して 発表 した 。

これ は コ ン ピ ュー タ間 通 信 を広 く国 家的 立 場 か ら検討 し,国 際 通 信 網 との

接 続 等 も考 慮 した 標 準 的 な プ ロ トコル の確 立 と普 及 とを 目的 と した もの で あ

る 。

そ の特 徴 は,次 の とお りで あ る。

① 異 機 種 コ ン ビ 晶一 タ及 び 端 末相 互 間 で 資源 の共 用 が可 能 で あ る 。

② 公 衆 パ ケ ッ ト網 との 整 合 が考 慮 され てお り,公 衆 パ ケ ッ ト網 の持 つ誤 り

制 御 機 能,フ ロ ー制 御 機 能,送 達確 認 機 能 等 を活 用 し経 済 化 が 図れ る。

③ 各 レベ ル の プ ロ トコル は,他 の レベ ル の プ ロ トコ ル と独立 に 変更,拡 張

が 可 能 で あ り,ア プ リケ ー シ ョ ン指 向 の機 能 追加 が容 易 で あ る。

ま た,レ ベ ル の構 成 及 び 各 プ ロ トコ ルの 概 要 を 第2-7-12図,第2-7-

13表 に 示 す 。

なお,55年 以 降 の 国際 勧 告 等 の動 向 を勘 案 し,58年 度 よ り現 行CCNPの

第2-7-12図 レベル構成 とプ ロ トコル1
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第2-7-13表 各 レベルのプ ロ トコルの概要

・ ベ ル1 主 な 機 能

情報処理 レベ ル

プ ロ セ ス 間

通 信処理 レベ ル

パ ケ ッ トレベ ル

科 学技術計算等 の業務 ごとの処理,端 末の入出力装置へのデータ

入出力処理等

異 な る ホ ス トコン ピュ ー タ(あ る い は端 末)内 に 存 在 す る プ ロセ

ス 間 の論 理 的 な 通 信 路 の 設 定 ・解 放,デ ー タ ・フ ロー制 御,メ ッ

セ ー ジ転 送,仮 想 端 末 制 御,ネ ッ トワー ク管 理 等

パ ケヅ ト交換網 を介 して結ばれた二つ のノー ド*問 のパケ ッ ト伝

送制御

・ … ベル 晦 ・一 ・燗 の ・ランスペ アレン ・篇 送制御

物 理 ・ベ ル1通 信媒体の電気的 吻 理触 制御

*デ ー タ通 信 網 の 構成 要素 で あ り,デ ー タ端 末 コ ン ピ ュー タ等 を い う。

見 直 し作 業 を 開 始 す る こ と とし てい る。

これ に 先立 ち,電 電 公 社 で はデ ー タ通 信 の 円滑 な発 展 を 図 る た め計 算 機,

通 信 網 及 び端 末 間 の 汎 用 的 な通 信 規 約 の 確 立 を 目指 し て52年 度 よ りDCNA

(DataCommunicationNetworkArchitecture)の 開 発 に 着 手 し,所 期 の

目的 で あ る 国 内で の異 機種 計 算 機 間 通 信 に 適用 可 能 な 標 準 的 な デ ー タ通 信 サ

ー ビス用 プ ロ トコル の 開発 を 行 い57年 度 で メー カ各 社 との 共 同 研究 を終 了 し

た。

今 後 は 高 度情 報 通 信 シ ス テ ム(INS)の 構 築 に 向け て 文 字,画 像,音 声 情

報 が混 在 した マル チ メデ ィア通 信 用 プ ロ トコル拡 充 及 び 国 際 標準 動 向 との整

合 に よる一 層 の充 実 を 図 る な どの検 討 が 続 け られ る。

(3)機 密 保 護

コ ン ピ ュー タが 社 会 活動 の 中で ます ます重 要 性 を 高 め て い く中 で,コ ン ピ

ュー タ シス テ ムの 安 全 対 策 が大 きな 関 心 を 呼ん でい る。 取 り分 け,今 後 の ネ

ッ トワー ク化 の進 展 と と もに,一 層 シス テム の大 規 模 化,広 域 化,分 散 化 が

進む と予 想 され,従 来 の 閉鎖 的 シ ス テム で は考 え られ な い よ うな各 種 の 事 故

や 障 害 が 懸念 され て い る。



一374 一 第2部 各 論

このような事故を未然に防止するため,セ ンタ,回 線,端 末にわた り安価

で効果的な暗号化方式,ま たDES方 式や公開鍵暗号化方式等を含めた高度

な暗号化方式をはじめ,各 種の技術開発が積極的に進められている。

3デ ータ宅 内装置

デ ー タ通 信 シ ステ ムの 多 様 化 ・高 度 化 に伴 い,デ ー タ宅 内装 置 は,単 な る

遠 隔 入 出力 手 段 と して の 位置 付 けか ら,シ ス テ ムを 効 率 的 に実 現 す る た め の

機 能 を 付 与 した 高 度 な 役 割 を持 つ ものへ と発 展 しつ つ あ る。 技 術 的 に は,

LSIの 大 幅 な採 用 及 び マ イ クロ プ ロ セ ッサ に よ る プ ロ グ ラ ム制 御 方 式 の 導 入

が進 む と と もに,文 字 認 識 装 置,図 形 入 出 力 装置,音 声 入 出 力 装 置 等 の 開発

が 積極 的 に進 め られ て い る。

端 末 の制 御 回路 技 術 に つ い て は,LSI技 術 の進 歩 に よ りマ イ ク ロプ ロセ ッ

サ と メモ リとを組 み合 わ せ た プ ログ ラ ム制 御 方 式 が 従 来 の布 線 論 理 方 式 に 代

わ って採 用 され,小 型 軽 量 化,低 価 格 化 に 大 き く寄 与 して い る。 さ らに,多

様 化 ・高 度 化 す る ユ ーザ の要 望 に 対 処 す るた め,メ モ リに 書 換 え可 能 なRA

M(RandomAccessMemory)を 採 用 す る こ とに よ り,プ ロ グ ラム を 書 き

換 え るだ け で 種 々 の業 務 に適 用 で き る汎 用 の プ ロ グラ マ ブ ル端 末 が広 く利 用

され てい る。 また,フ ァイ ル装 置 を 有 し,シ ス テ ム機 能 の担 当部 分 を分 担 す

る高 度 な 端末 も実 用 化 され てい る。

基 本 的 な 出力 機 器 で あ る プ リン タ と して は,イ ンパ ク ト式 プ リン タで は 母

形 活 字 方 式 に かわ って,ワ イ ヤ ドッ トマ トリッ クス 方 式 が主 流 とな りつ つ あ

り,ま た,サ ー マ ル 方式,イ ン クジ ェ ッ ト方式,電 子 写 真式 な どの ノ ンイ ン

パ ク ト式 プ リンタ の普 及 も進 み つ つ あ る
。 表 示 装 置 と して は,表 示 容量,精

細 度,価 格 等 の点 で優 れ てい るCRTが 大 半 を 占 め て い るが,プ ラ ズ マデ

ィス プ レイパ ネ ル,発 光 ダ イ オ ー ド,液 晶 な どを 利 用 した 平 板 形 デ ィス プ レ

イ の研 究 開 発 も積 極 的 に 進 め られ て い る。

漢 字 の入 力方 式 と して は,タ ブ レ ッ ト式,漢 字 ドッ トコー ド式,バ ー コ ー

ド読 取 式 等 に 加 え て,カ ナ 漢 字 変 換 入 力 方式 が,出 力方 式 と して は,ワ イ ヤ
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ドットプリンタ方式に加え,電 子写真式等の高性能プリンタが普及しつつあ

る。

文字認識装置では,印 刷及び手書きの英数字,カ ナ文字を読み取る光学式

文字読取装置が既に実用化されており,さ らに,高 性能化,低 価格化が進め

られている。また,印 刷漢字や手書き漢字の読取装置についても実用化に向

けて研究が進められている。

図形入出力方式としては,カ ラー図形の出力が可能なカラーグラフ ィック

デ ィスプレイや直線,円 などのような線図形の入力が可能な図形入力装置等

が実用化され,ビ ジネスグラフィックスやCAD/CAMの 分野で 利 用され

はじめている。また,利 用の大衆化を図るために利用者に とって簡便な音声

による入出力の実用化が進みつつある。

第7節 画像通信 システム

1フ ァ ク シ ミ リ通 信

フ ァ クシ ミリは,記 録通 信 と して 任 意 の文 字 や 図形 を,簡 単 な 操 作 でそ の

ま ま伝送 で き る こ とか ら,漢 字 を使 用 す る我 が 国 の 国民 生 活 に 適 した ニ ーズ

の 高 い通 信手 段 と して,早 くか ら実 用 に 供 され て い る メデ ィアで あ る。

我 が 国 の フ ァ クシ ミ リ通 信 は,46年 の 公 衆 電気 通信 法 改 正 を 契 機 と して,

47年 以降 電 話 網 利 用 に よ る フ ァ クシ ミ リを 中 心 に急 速 に 普 及 し,利 用 者 も官

公 庁 や大 企 業 中 心 か ら中 小企 業,さ らに 個 人 事務 所 や 商 店 等 へ と広 が りを み

せ て い る 。

この よ うな 状 況 に おい て,国 内の フ ァ ク シ ミ リ通 信 は,専 用 回 線 や電 話

網 の利 用 だ け で な く,新 た に フ ァ クシ ミ リ通 信網 サ ー ビス や 公 衆 フ ァ クス

サ ー ピス(一 般利 用者 が電 報 電 話局 の窓 口等 に 設置 され た フ ァ クシ ミ リ装 置

を 利 用 して 通 信す る。)が提 供 され る な ど,サ ー ビ ス も 多 彩 に な って き て い

る。
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第2-7-14図 フ ァク シ ミ リ通 信 網 サ ー ビ ス の概 要

ファクシミリ通信網

「一 悪 扉 「一一 一一一一一奄話高一 一1

i響}i繍羅i劃
L_______________」

電話局

F
電話回線 電話局

「
(発信側)

舷
くミニ フ ァクス〉

(着信側)

轡
くミニ フ ァクス〉

特 に,56年9月 か ら開始 され た フ ァ クシ ミ リ通 信 網 サ ー ビス は,フ ァ クシ

ミ リ通 信 の た め の専 用 通 信 網 サ ー ビス で あ り,効 率 的 に フ ァ ク シ ミ リ信 号 を

送 る こ とが で きるた め,従 来 の電 話 網 に 比 べ,中 長 距 離 の通 信 料 が安 くな っ

てい る ほか,同 報 通 信 機 能 等 多 彩 な サ ー ビス機 能 も持 って い る。 また,併 せ

て 提供 開始 され た ミニ フ ァ クス は,A5版 用 の フ ァ ク シ ミ リ装 置 で あ る が,

機 能 の簡 易 化 等 に よ り低 価 格 化 ・小 型 化,操 作 性 の向 上 が 図 られ てお り,フ

ァ クシ ミ リ通 信 網 と電 話 網 の 双 方 に 接 続 して 通 信 で き る もの で あ る(第2-

7-14図 参 照)。

さ らに,57年9月 に は,「 フ ァ ク シ ミ リ通 信網 サ ー ビス の 利 用 契 約 に 係 る

技 術 的条 件 」 が制 定 され,こ の条 件 を 満 た す 利 用 者 設 置 の フ ァ クシ ミ リ端 末

もフ ァ クシ ミ リ通 信 網 を 利 用 で き る こ と とな り,そ の 利 用 が 増 加 し てい る。

また,国 際 間 の フ ァ クシ ミ リ 通 信 に は,専 用 回線,デ ーテ ル,電 話 網,

フ ァ クシ ミ リ電 報 及 び 国 際 公 衆 デ ー タ伝 送 サ ー ビス(VENUS-P)が 利 用 さ

れ て い る。

我 が 国 にお け る フ ァ クシ ミ リ総 設 置 台 数 は,57年 度 末 現 在,お よそ40万

台 と推 定 され,こ の うち 電 話 網 を 利 用 した フ ァ ク シ ミ リが70%程 度 を 占 め て

い る とみ られ,年 平 均50%前 後 の伸 び を示 し てい る。 また,機 種 別 の フ ァ
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電話綱利用フ ァクシ ミリ設置台数の推移
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クシ ミ リ設 置 状 況 を み る と,中 ・高 速 機 の コス ト低 下 と利用 老 の 高速 化 志 向

を 反 映 し,低 速 機(G1機)に 比 べ 中 速 機(G2機 及 び ミニ フ ァ クス)及 び

高 速 機(G3機)の 伸 び が著 しい(第2-7-15図 参 照)。

フ ァ クシ ミ リ通信 は今 後,企 業 の 業 務 用 通 信 を 中 心 に一 層 利 用 が進 む と と

もに 一 般 家庭 等 に も利 用 分 野 が 拡 大 し,利 用 形 態 も多 様 化す る もの と予想 さ

れ て い る。 す なわ ち,企 業 で は 事 務部 門 の合 理 化 を 図 るた め にOA化 が推 進

され,フ ァ クシ ミ リ通 信 はOAの 中核 を なす と見 込 まれ てお り,コ ン ピュ ー

タ等 と結 び 付 い て そ の 利用 分 野,方 法 は ます ます 高 度 化 ・多 様 化 して い く も

の と考 え られ る。 また,個 人 では 当面,作 家,コ ピー ラ イ タ ー,弁 護 士 等 の

利 用 が 考 え られ るが,ミ ニフ ァ クス の よ うに 装 置 の 簡 易 化 ・低 廉 化 が 進 め

ば,広 く一 般 家 庭 に も普 及 す る もの とみ られ る。

さ らに,近 く実用 化 が 予 定 され るキ ャプ テ ソ シス テ ムや 文字 放 送 等 の新 し

い メデ ィア と端 末装 置 の 共 用 化 が 図 られ る な ど,各 メデ ィア と調和 の とれ た

通 信 メ デ ィア と して 一 層 の 発 展 が期 待 され る。

フ ァ クシ ミ リ通 信 方 式 の 標 準 化 に つ い て は,国 際 電 信 電 話 諮 問 委 員 会(CC

ITT)に お い て 電 話網 利用 に よる フ ァ クシ ミ リ装 置 のG1機,G2機 及 びG

3機 に 関 す る 標 準 化 の勧 告 を 採 択 して い る。 我 が 国 にお い て は ,郵 政 省 が

54年10月 にG2機,56年12月 にG3機 の推 奨 通 信 方 式 を 告 示 し,標 準 化 を

図 って い る。 現 在,公 衆 デ ー タ網 を 利 用 す るG4機 の 標 準 化 に つ い て も,

CCITTの 動 向を 踏 まえ つ つ 検 討 を 進 め て い る。

2映 像 通 信

画 豫 応 答 シ ス テ ム(VRS)は,プ ッ シ ュホ ソ又 は キ ーボ ー ドか ら 画 像 セ

ン タを 呼 び 出 し,広 帯 域 ケ ー プル を 介 して セ ソ タに蓄 積 され て い る各種 情 報

を カ ラ ー静 止 画 又 は 動 画 で テ レビ受 豫機 に映 し出 し,音 声 で もサ ー ビス を行

う複 合 情 報 シ ス テ ムで あ る 。48年 か ら電 電 公 社 で 開 発 が進 め ら れ て お り,

都 内約120端 末 を 対 象 に 実験 サ ー ビス が 実施 され てい る。

キ ャ プテ ソ シス テ ム(CAPTAIN:CharacterAndPatternTelephone
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AccessInformatlonNetworkSystem)は,電 話 回線 を 利 用 して 文 字 図形

等 に よ る豊 富 な情 報を 提 供 す る シス テ ム であ り,郵 政 省 と電 電 公 社 が 関係 各

方 面 の協 力 を 得 て 準備 を進 め,54年12月 よ り東 京23区 内 の約2,000端 末 の モ

ニ タを 対 象 と し,実 験 サ ー ビスが 行 われ てい る。 シス テ ム の運 用 は,54年2

月 に設 立 され た財 団法 人 キ ャプテ ソ シス テ ム開 発 研 究所 が行 って い る。 実験

サ ー ビスに 必 要 な 情 報 に つ い て は,多 分 野 に わ た る 約280団 体 の 情 報提 供

者 の協 力を 得 て い る。 さ らに,簡 易 動 画,メ ロデ ィー音,ハ イ ブ リ ッ ド伝

送 方式 等 の機 能 を 確認 す る と と もに,実 用 シス テ ムの 開 発 が進 め ら れ て い

る。

諸 外 国 にお い て も,英 国電 気 通 信 公 社 の 「プ レステ ル」(54年3月 商 用 開

始)を は じめ,フ ラ ンス の 「テ レテ ル」,西 独 の 「ビル トシ ル ムテ キ ス ト」,

カ ナ ダの 「テ リ ドン 」等,各 種 シ ス テム の 開発 が 積 極 的 に進 め られ て い る。

なお,公 衆電 話 網 を 利 用 した 会 話 形 画 像情 報 方 式 の 国 際 標準 化 に つ い て

は,CCITTに お い て1978年 か ら 「ビデ オ テ ッ クス」 と称 して審 議 が 行わ れ

てお り,日 本 の キ ャ プテ ン方式 は,北 米 のNAPLPS方 式,西 欧 のCEPT

方 式 と同様 に国 際 標 準 の一 つ と して,認 め られ る予定 で あ る。

テ レライ テ ィングは,電 話 回線 を 用 い て音 声 と手 書 情 報 の2種 類 の情 報 を

同時 に 伝 送す る新 しい 通 信 サ ー ビス であ り,通 常 の電 話 及 び フ ァ クシ ミ リが

満 た し得 な い需 要 を満 た す 可 能 性 を持 って い る。

我 が 国で は行 政 用 オ ーデ ィオ グラ フ ィー(郵 政 省),ス ケ ッチ ホ ン(電 電 公

社),レ ター ホ ン(国 際 電 電)等 が既 に発 表 され て お り,当 面,専 用 線へ の

適用 が 検討 され てい る。 国 外 で の例 と して は,「 テ レボ ー ドシス テ ム」(フ ラ

ンス),「 ス ク リボ ホ ン 」(オ ラ ソ ダ)等 が あ り,前 者 は既 に実 用 化 さ れ て い

る。CCITTで は これ ら の通 信 サ ー ビスを 「テ レラ イ テ ィン グ 」 と命 名 し,

そ の通 信 方 式 の 標準 化 の作 業 を始 め てい る。

テ レ ビ電 話 は 電気 通 信 の 未 来 像 の一 つ と して期 待 され,以 前 か ら世 界 各 国

が 開発 に力 を 入れ て きた 。 我 が 国 で も45年 の万 国博 で 利 用 され た の を 始 め と

して,47年 に は グル ー プ タイ プの テ レ ビ電話 が試 行 され,49年 には東 京 一 大



一380一 第2部 各 論

阪 間 で 大 規 模 な モ ニ タ テ ス トが 実 施 され た 。 この よ うな 実用 化 努 力 に もか か

わ らず,従 来 の ア ナ ログ技 術 に 基 づ い た 方式 で は,テ レ ビ電話 の効 用 に 比べ

サ ー ビス 実 現 に要 す る コ ス トが 高 く,現 在 の と ころ普 及 の 傾 向 に な い。 しか

し現 段 階 で の普 及 は難 しい と して もテ レビ電 話 が 電気 通 信 の未 来 像 で あ る こ

とに 変 りな く,各 種 機 能 の充 実,経 済 化 等 シス テ ム全 般 にわ た る技 術 開発,

検 討 が 継 続 して進 め られ て い る。

テ レ ビ会議 は,遠 隔 地 で 臨 場 感 を も って会 議 が行 え る もの で あ り,交 通 の

代 替,省 エ ネ ル ギ ー に貢 献 す る もの と して,そ の 実用 性 は高 い と 考 え ら れ

る 。 我 が 国 で は,電 電 公 社 に よ り51年5月 か ら57年1月 ま で,世 界 で最 初 の

カ ラー テ レ ピ会 議 シ ス テ ムが モ ニ タテ ス トと して東 京 一 大 阪 間 で 実 施 さ れ

た 。 この モ ニタ テ ス トにお け る利 用 老 の 意 向 等 を取 り入 れ,利 用 者 宅 内 の会

議 室 等 に 容易 に設 置 で き,か つ,伝 送 路 を多 端 末 で共 用 す る な ど,シ ス テ ム

全 体 と して経 済 化 を 図 った 新 しい テ レ ビ会 議 方 式 の開 発 が 進 め ら れ て きた

が,58年4月 か ら は宅 内設 置形 テ レ ビ会 議 シ ス テ ム の商 用 試 験 が 開 始 され

た 。58年 度 内 には 本 シ ステ ムに よ る商 用 サ ー ビス が,東 京,名 古 屋,大 阪,

神戸 地 域 にお い て 開 始 され る予 定 で あ る 。 国 際 テ レコ ンフ ァ レ ソス につ い て

は,そ の技 術 要 件 を 明 らか にす るた め,国 際 電 電 にお い て58年 末 完 成 予 定

で,ビ デ オ コ ン フ ァ レ ンス モ デ ル シス テ ム(オ ー デ ィオ グ ラ ピ ッ ク コソ フ ァ

レ ソス機 能 を 含 む 。)の 開発 を 進 め て い る。 また,59年4月3目 ～5目,東

京,フ ィラデ ル フ ィア,ト ロ ン ト,冒 ソ ドン,シ ドニ ー の5会 場 を ビデ オ コ

ン フ ァ レン ス方 式 で結 ん で 開催 され るInternationalTeleconferenceSym・

pos量umの 技術 準 備 を電 電 公 社 の協 力 を 得 て 進 め て い る。

CCTV(ClosedCircuitTelevision)の 分 野 で は,45年 か ら電 電 公 社 の映

像 伝 送 サ ー ビス が 開始 され て お り,道 路 交 通 監 視 シ ス テ ム,外 国語 に よ る有

線 テ レ ピシ ス テ ム等 に 用 い られ てい る。 こ のサ ー ビス は,比 較 的 短 距 離 区 間

で使 用 され る場 合 が 多 く,当 初 は既 設 平 衡 対 ケ ー ブ ルに よ る市 内 区 間 の み と

され てい た が,51年 に は,中 距 離 の ニー ズ に こた え るた め 同軸 方式 や,マ イ

ク 目波 方 式 に よ る伝送 路 を 用 い て市 外 伝 送 が 可 能 とな った 。 現 在,約600回
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線 が 利用 され てお り,延 ぺ 回線 距離 は 約4,000kmと な っ てい る。

映 像 の光 フ ァイバ ケ ー プル伝 送 及 び デ ィジ タル高 能 率 伝 送 技 術 につ いて も

開 発 が 進 め られ てお り,前 者 につ い ては 平 衡 対 ケ ー ブル に比 し中 継 間 隔 の増

大,被 誘 導妨 害 の軽 減 が可 能 の た め逐 時 導 入 が 進 め られ てい る。 また,後 老

につ い て は電 電 公 社 に おい て,4MHz帯 域 の カ ラ ーテ レ ビジ ョン 信 号 を デ

ィジタ ル信 号 に変 換 して 高 能 率 に伝 送 す る6.3Mb/sフ レー ム間 符 号 化 装 置

(TRIDEC6.3)及 び32Mb/sフ レー ム内 差分 符 号 化 装 置(32M-DPCM)

が 実 用 化 され,既 にTRIDEC6.3は テ レ ビ会 議 シス テ ム に,ま た,32M-

DPCMは 一 般 の映 豫伝 送 サ ー ビスの市 外 区間 に適 用 され て い る。 現 在,更

に これ ら装 置 のLSI化 に よる経 済 化,品 質 の 向上 を 目指 した検 討 が行 わ れ

てい るが,他 方,一 層 の高 能 率 帯域 圧 縮 を 行 う1,5Mb/sフ レー ム 間符 号 化

装 置(TRIDEC1.5)に つ い て も研 究 が 進 め られ て い る。

国際 電 電 に お い て は,イ ソ テ ルサ ッ ト衛 星 の一 つ の ト ラ ソ スポ ン ダ(36

MHz帯 域 幅)で,4回 線 の ニ ュー スTV番 組,あ る い は2回 線 の 高 い 画 像

品 質 の番 組 の 伝 送 を可 能 とす る,15/30Mb/sカ ラ ー テ レ ビ 高 能 率 符 号 化 実

験 装置 が製 作 され た。 本装 置 は,こ れ まで研 究 を 進 め て きた,新 しい 適 応 予

測制 御 方 式 で あ る"中 央 値 予 測 法"を 基 本 と し,動 き補 償 フ レー ム 問予 測 技

術 が採 用 され て い る 。 また,本 装 置 は,1982年2月 に 採 択 され た,デ ィジ タ

ル テ レ ビ伝 送 の基 本 原 則 に 関す るCCIR勧 告604に 従 った もの で あ り,世

界 の二 つ の テ レ ビ方 式(625/50と525/60)に 共 通 に 適 用 で き る単一 符 号 化 ア

ル ゴ リズ ムが 開発 採 用 され た こ とが 大 き な特 徴 で あ る。 これ ま で の予 備 実験

に よ りほぼ 予 想 どお りの 優れ た 特 性 が 達 成す る見 通 し が得 られ た 。

3テ レテ ッ ク ス 通 信

テレテックスは,文 書作成 ・編集機能及び通信機能を有する端末装置相互

間の文書通信に関しCCITTが 定めた国際的な標準通信方式で あ り,ワ ー

ドプロセッサに通信機能を付加したものと言える。テレテ ックスは,従 来か

らの記録通信方式であるテレックス(加 入電信)と 比べ,情 報の伝送速度が
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速いこと,使 用できる文字数が多いこと,伝 送する文書がページ単位であり

文書体裁が優れていることなどの特徴を有 しているため,事 務用の新しい文

書通信方式 として注 目されている。

テレテックスの標準化については,1980年 に開催 され たCCITT第7回

総会においてラテンアルファベッ ト文字を基本 とし日本語等非アルファベッ

ト文字の使用に対する拡張性を考慮 した勧告が採択されている。 これを受け

て西独,カ ナダではサービスを開始 しているほか,他 の欧米諸国でも実用化

への準備が進められている。

我が国においては,近 年,日 本語情報処理技術の進展 とともにオフィス ・

オー トメーショソ(OA)の 中核として日本語 ワー ドプロセッサが数多く使

用されるようにな り,よ り高度なOAの 展開を図るためこれらの装置を通信

回線で結び文書伝送の効率化を図る気運にある。

郵政省では,こ のような状況を背景に,我 が国におけるテレテ ックスの健

全な発展 ・普及を図るため,異 なるメーカで製造された端末装置間の相互通

信を確保すべ く,日 本語の取扱いに適したテレテックス,す なわち日本語テ

レテックスの標準通信方式の検討を,関 係機関の協力を得て56年 度から実施

した。

日本語テレテックスに関する推奨通信方式について,郵 政省は58年10月 の

電気通信審議会の答申を受けて,58年11月 日本語テ レテックス装置推奨通信

方式 として告示した。テレテックスとファクシミリは,当 面は各々の特徴を

生かして独自の分野で利用されるが,将 来は両者の融合形態が登場するもの

と予測される。
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第8節 その他 の技術及び システム

1電 話サ ー ビスの多様化技術

社 会 経 済 の進 展 に 伴 い,電 話 サ ー ビス に対 す る要 望 も ます ます 高 度 化 ・多

様 化 して き てい る。 この た め 電 電公 社 で は,電 話 の効 用 が 一 段 と高 ま る も

の,公 共 性 が あ り社 会 福祉 に役 立 つ もの な どを 中心 に,新 しい電 話 サ ー ビス

の 実用 化 が 進 め られ て い る。 着 信 老 の 利 便 向上 を 図 るサ ー ビス とし て,自 動

着 信転 送 サ ー ビス,二 重 番 号 サ ー ビス,ク レジ ッ ト通 話サ ー ビスが 既 に 提 供

され てい るほ か,発 信 者 の利 便 向 上 を 図 るた め ワン タ ッチ ダイ ヤ ル,再 ダイ

ヤ ル,ナ ン フ ッ クダイ ヤ ル,プ リセ ッ トダイ ヤ ル,ダ イヤ ル番 号 表 示 等 の 機

能 を備 えた メモ リダイ ヤ ル電 話 機 が 実 用 化 され た 。

また,制 御 情 報 の デ ィジ タ ル多 重 化 に よ り,ケ ー ブ ルの 少対 化 を 図 る と と

もに,ド ア ホ ン機 能,自 動 応 答 等 サ ー ビス機 能 を 向 上 した新 形 ホ ー ムテ レホ

ンが 実用 化 され た 。

事 業所 電 話 サ ー ビス の 向上 として,既 に 実用 化 され て い るEK50形 ボ タ ン

電 話 装置 と同様 に サ ー ビス の高 度 化,ケ ー ブ ルの 少 対 化 を 図 ったEK20形 ボ

タ ン電 話装 置 が 実 用 化 され た 。

公 衆 電話 は,操 作 性 の 向上 を 図 る と と もに,停 電 時 に も使 用 で き る新 ボ ッ

クス形 公衆 電 話 機 が 実 用化 され,ま た,現 行10円,100円 硬 貨 に 加 え カー ド

に よ る通話 がで きて,利 用 可 能 度 数 を 表示 す る磁 気 カ ー ド式 公 衆 電 話 機 が 実

用 化 され た 。

福祉 社 会 に寄 与 す る もの とし て,肢 体 の不 自 由な 人 を対 象 に 電 話 を 利用 し

ゃ す い よ うに ダ イ ヤ ル補 助 装置,通 話補 助装 置 等 か ら構 成 され る肢 体 不 自由

者 用 電 話機 器 が実 用 化 され た。
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2オ フ ィ ス ・オ ー ト メ ー シ ョ ソ ・ネ ッ ト ワ ー ク

(1)オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョン ・ネ ッ トワー ク(OAネ ッ トワー ク)の

技 術 動 向

企 業 等 に お い て は,事 務 作業 の効 率化 を 図 るた め,フ ァ クシ ミ リ,ワ ー ド

プ ロセ ッサ,パ ー ソナ ル ・コ ソ ピ ュー タ等 が 導 入 され,OA化 が 積 極 的 に 推

進 され て お り,最 近 で は,こ れ らOA機 器 を ロ ー カル ・エ リア ・ネ ッ トワ ー

ク(LAN)等 で結 ん だ シ ス テム を 実現 し よ う とす る動 きが 活発 で あ る。

OAの シス テ ム化 に 当た って,必 要 不 可 欠 な ネ ッ トワー クの 発 展 段 階 を 考

え る と,単 体 と して導 入 され たOA機 器(第 一 段 階)が 閉 じた 構 内 ・ビル内

で ネ ッ トワ ー ク化 され(第 二 段 階),そ の 後,距 離 的 に 離 れ た 構 内 ・ピル間

が 結 ば れ(第 三 段 階),OAシ ス テ ムが 完 成 す る も の と想 定 され る。 我 が 国

のOA化 の 現 状 は,第 一 段 階か ら第 二 段 階 に 進 み 始 め た と ころ とい え る。

第2-7-16図 ネ ットワー クの形態

接 続 装 置 等

ノ ー ド 制 御 装 置

制御装置

①スタ ー ② ループ

③ リング ④ バス
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現 在,特 に,各 方 面 で 注 目を浴 び て きて い る構 内 ・ビル内 の ネ ッ トワー クの

形 態 と して は,一 般 に,第2-7-16図 に示 す よ うに,ス ター,ル ー プ,リ

ン グ,バ ス の4種 類 に 分 け られ る。

ネ ッ トワー クの構 成 に 当 た って は,PBX(構 内 交換 機)とLANが 重 要 な

構 成 要 素 とな っ てい る。PBXに つ い て は,そ の標 準 化 が 公衆 電気 通 信 網 と

接 続す る上 で重 要 で あ り,通 話 品質 確 保 の た め の伝 送 特 性 に 関す る規 格 規 定

並 び に,通 信 網 のサ ー ビス総 合 デ ィジ タ ル網(ISDN)化 に 伴 うPBXと 通 信

網 間 の 信号 方式 の高 度 化 が 課題 とな って い る。

デ ィジ タ ルPBXの 伝 送 特 性 に 関す る規 格 等 に つ い て は,デ ィジ タルPBX

の技 術 的 パ ラ メー タ,性 能 要 求 条 件,伝 送 特 性 等 に関 す る検討 がCCITT

の第XI研 究 委 員会(SGXI)の 中 のデ ィ ジ タル 加入 者 線 交 換 機 の検 討 に含

め て進 め られ てお り,今 会 期(1981年 ～1984年)に 勧 告 され る 予定 とな って

い る。

またPBXと 加 入 者線 交 換 機(LS)間 の 信 号 方式 の高 度化 につ い て は,

ISDNに お け るデ ィ ジ タル加 入 者 線 信 号方 式 並 び に,No.7信 号 方 式 の研 究

の なか で取 り扱 わ れ てい る。

LANの 標 準 化 に つ い て は,現 在 米 国 のIEEE(InstituteofElectricaI

andElectronicsEngineers),CCITT及 びISO(国 際 標準 化機 構)等 で検

討 が進 め られ て い る。 一 番 活 発 に動 い てい るの はIEEE(802委 員 会)で,

7階 層 の プ ロ トコル の うち,フ ィジカ ル ・レイヤ,デ ー タ リソ ク ・レイ ヤ の

両層 の機 能 及 び ネ ッ トワー クレイ ヤ との イ ン タ フ ェー ス の標 準 化 の 検討 が進

め られ て い る。 また,通 信 方式 の 国際 的 な標 準 化 作 業 は,CCITTで 行 うこ

と とな って い るが,SGVII(デ ー タ通 信 用 の 網)に おい て,LANと 将 来

の 公衆 電 気 通 信 網 との接 続 に か か る標 準 化 が 話題 とな っ てお り,今 後 活 発 な

動 きが見 られ る と思わ れ る。 また,LANに 接 続 され る装 置 とい う面 か らは

SGVIII(テ レマ テ ィ ー クサ ー ビス のた め の端 末)に お け る 標準 化 動 向 が注

目され る。

な お,国 内 にお い て は,LANの 標準 化 は これ か ら とい う段 階 であ る。
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(2)OAネ ッ トワークに関する取組

郵政省では,今 後OAが 発展 してい く上で必要不可欠 となるOAの ネット

ワーク化に関し,LAN及 びデ ィジタルPBX等 の開発 ・実用化動向を踏ま

え電気通信行政の的確な展開を図るため 「OAネ ットワークに関する調査研

究」を57年 度から2か 年計画で行っている。

57年度の調査研究結果につい て は,「 オフィス ・オー トメーション・ネッ

トワークに関する調査研究報告書」 として取 りまとめられている。

この報告書には,①LANな どのOAネ ットワークに関する技術 ・利用

動向,②OAネ ットワークに関連する事項の標準化動向,③ 利用者の意

向とメーカの対応状況,④OAの ネットワーク化に関する課題(LANと

公衆電気通信網 との接続等)に ついての調査結果 と,58年 度の検討課題を取

りまとめてお り,今 後のOAネ ットワークの発展 ・普及に資す るため,両 年

度にわたる本調査研究の成果については,公 衆電気通信設備 との接続等に関

する技術条件 ・標準方式の設定,必 要な制度面の見直し等の施策に反映 させ

る予定である。

3通 信網の信頼性向上技術

情報化社会の進展に伴い,電 気通信網の役割は社会活動及び国民生活の中

枢神経 として極めて重要なものとなってきている。このため電気通信網は,

より高い信頼性が要求され,こ れに対処するため種々の技術的検討及び施策

が進められている。

特定加入者への着信ふ くそ うや,災 害時等における特定地域への電話の異

常ふくそ うに対し,網 機能が最大限に発揮できるように,通 過する トラピッ

クを制御するトラピック制御方式が実用化され,地 域を拡大中である。

伝送路については,市 外電話 トラピックの増大に伴い,大 束化した伝送路

の信頼性を向上するため,伝 送路障害時に り障回線を他ルー トへ 自動的に切

り替えて復旧させる伝送路の多ルー ト化が進められており,さ らに,災 害時

における通信の確保をはじめとした多様な通信に利用できる中容量国内衛星
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通信方式の研究が進められている。

国際通信についても,地 域災害,ピ ル単位の災害等による途絶を防止する

ため,通 信施設の分散,伝 送路の多ルー ト化等を進めている。国際電話及び

国際テレックスについては東京及び大阪に国際中継交換機をそれぞれ分散設

置しているが,更 に東京地区に集中している通信疎通を災害の影響が及ぼな

い地域(小 山市)に おいて分散処理 し,か つ需要増に効率的に対処するため

の施策を推進しているところである。国際伝送路については可能な限り海底

ケーブルと衛星とによる2ル ー ト化を図 り,相 互にバ ックアップすることと

している。

4通 信用電源技術

電気通信ネットワークのデ ィジタル化の進展に対応して,よ り高品質で信

頼性の高い電力が必要とされるとともに,省 資源 ・省エネルギーの見地から

通信用電源システムの変換効率の向上,小 形 ・軽量化 も強 く要 望 され てい

る。これらの要求を満たすべく各種の電源システムの実用化が積極的に進め

られた。直流供給方式については,ブ ースタコンバータを用い配線方式を見

直すことにより電源品質,増 設性の改善を図 り,今 後のデ ィジタル化の進展

に対応可能な新 しい48V直 流供給方式の実用化が進められた。また,デ ィジ

タル交換機用コンバータについては,変 換周波数の高周 波 化(200KHz),

制御回路のIC化 等の技術を適用したパ ッケージ形コンバータを実用化し導

入が図られた。

高品質の無停電電源を供給する交流供給方式については,常 時商用電源と

同期し,こ れを予備とする商用同期式インバータの本格導入が進められた。

一方各種インバータの経済化,効 率向上,小 形化を図るため,主 素子にGTO

サイ リスタや大容量 トランジスタ等の各種新素子の適用についての検討が進

められている。

また商用電源の得難い地域において,経 済的で安定な通信用電源を得るた

め,既 に開発されている太陽電池式電源装置に加えて,風 力エネルギーを利
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用したダリウス形風力発電装置の導入が図られ,現 在商用試験中である。

その他,災 害時における通信用電源確保対策として,小 形でヘ リコプター

による輸送が可能な可搬形ガスタービン発電装置の導入が行われた。

さらに,複 雑化 ・高度化する重要な通信用電源システムを良好に維持する

ため,そ の保守作業を効率的に支援する新しい技術も求められている。これ

に応えるため,無 人局舎の電力システムを遠隔で監視するための電力遠隔集

中監視システムの導入が行われ商用試験が開始された。また,デ ィーゼル機

関発電装置の定期試験作業の省力化及び信頼性の向上を目的 として自動試験

運転機能や自己診断機能を付与 した新 しいデ ィーゼル機関発電装置の実用化

が進められた。

5通 信用土木技術

通信用ケーブル等を収容し保護するための通信土木施設は,管 路,マ ソホ

ール,ハ ソドホール,と う道等があ り,こ れらは原則的に道路占用物件とし

て公道内に埋設されている。これらは過去において幾多の改良が加えられて

きたものであるが,通 信事業の進展に伴 う量的拡大に加えて,光 ファイバヶ

一一ブル等の新 しい技術の導入に伴って,今 後 とも経済性の向上,工 事の省力

化,信 頼性の向上,都 市内環境 との調和等を図る必要があ り,そ れ らに対応

した通信土木技術の開発が行われている。

電電公社では,通 信土木工事の省力化及び工期の短縮を図る技術としてブ

ロック・マンホールが開発され,レ ジンコンクリー トを用いた改築マンホー

ル,ハ ン ドボールについての導入が進められている。また,環 境 との調和を

図るため,開 削工法に代わ りトンネル施工で管路を築造する自動制御,計 測

技術を駆使した最大掘進長150m程 度のシール ド工法(D1200)が 開 発さ

れ,さ らに掘進長の拡大を図って,早 強性 レジンモルタルを用いた自動ライ

ニング(覆 工)方 式による新工法の開発が進められている。

その他に,崩 壊性地盤にも適用できる圧力平衡式シール ド工法の開発 も進

め られている。また,大 都市とう道内における災害防止や,作 業の円滑化等
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を 目的として,災 害の早期感知,設 備管理,入 出管理等が可能な,と う道管

理システムの導入が進められている。

近年,耐 震工学の進展は著しいものがあ り,特 に,東 海地震の発生等 も予

想されている中で,建 設省から新耐震設計法が提唱されている。通信土木施

設についてもこれによる耐震性の見直しが行われ,管 路とマンホールとの接

続部における信頼性の向上を図ったダクトスリーブが導入され,さ らに,不

等沈下にも対応可能な離脱防止継手の開発が行われた。

また,省 資源の面からは,掘 削発生土を改良して埋戻 し土に利用する発生

土埋戻 し工法等の導入が進められている。

さらに,離 島間ケーブルや大容量国際海底 ケーブルでは,ケ ープル障害が

通信サービスに重大な影響を与えるため,障 害となった場合には,迅 速な修

復を行 う必要がある。このため,電 電公社及び国際電電においては,効 率的

な海底ケーブルの敷設 ・修理技術の開発を行 っている。

敷設技術に関しては,航 行制御,ケ ーブル敷設 ・工事記録等をコンピュー

タで制御する敷設自動化システム及び水深200mま で埋設可能なケープル埋

設機が実用化されている。また,従 来の海底ケーブルの埋設深度(約70cm)

を超えるような漁具の使用が増加してきたので,敷 設深度増大(砂 地約150

cm)の ための埋設機の開発を行っている。

修理技術に関しては,ケ ーブルの所在個所を効率的に探索可能なセンサえ

い行式ケーブル探索装置及び海底面上約1mを 走行する自走式ケーブル探索

装置の開発が行われた。また,埋 設されたケーブルの探線,捕 そく,引 揚げ

を行 う探線機,埋 設されたケープルの修理後再埋設作業を行うことのできる,

自走式修理再埋設 システムの開発を進めている。

6電 波予報 ・警報

電波研究所は,太 陽 ・地球間に生起する諸現象(太 陽電波,地 磁気等)を

常時観測し,ま た国内5電 波観測所(稚 内,秋 田,国 分寺,山 川,沖 縄)及

び南極昭和基地において垂直打上げ電離層観測を絶え間なく行って電波予報
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及び警報の的中率向上を図っている。最近,電 波予報をよりきめ細か く行 う

短期予報が要請 されてきた。これに対応するため,平 磯支所に新しい型の斜

入射電離層観測装置(チ ャープサウンダ)を 設置し,西 独との間で伝搬実験

を行った。さらに,人 工衛星を用いた観測にも 力 を 入 れ,電 離層観測衛星

(ISS-brう め2号 」)に よって得た電離層臨界周波数(foF2)の データを

解析してfoF2の 秋,冬 及び春を代表する世界分布図を作成し,発 表した。

これらは電波予報に役立ち,国 の内外から高 く評価されている。

地球を取 り囲む電離圏は,短 波に対して影響を与えるだけでなく,VHF

テ レビジョン電波やVHF～UHF帯 衛星通信電波にも影響を与える。 そこ

で,新 しい研究項 目としてスポラディックE層 によるテレビジョン電波の遠

距離異常伝搬の研究及び衛星電波のシンチレーション(ゆ ら ぎ),偏 波面回

転,伝 搬遅れ等の研究を行い,着 々と成果を上げている。

7周 波数,時 刻及び時間間隔の標準

時間及び周波数の標準は,物 理基本量の一つであること,さ らに,ほ かの

標準に比 し高精度化が実現されていることから,科 学,産 業,通 信,交 通,

測地等多 くの分野での利用も高度化しつつある。この情勢の下で,電 波研究

所での原子周波数標準及び日本標準時の高確度化,標 準電波その他による高

精度な標準の供給法,国 際時刻比較法,時 間及び周波数の精密計測法等の開

発がます ます重要 となってきている。

57年 度では,一 次セシウム周波数標準器の確度評価実験を実施 し,予 備的

評価値 として1.5×10-13を 得た。また,超 長基線干渉計用に小形高性能水素

メーザ標準器を開発した。新方式原子標準器として,光 励起式セシウム標準

器と,イ オソス トレージ標準器の基礎実験を行い,有 益なデータを得た。

また,標 準の供給に関しては,前 年度に引き続き,放 送及び静止気象衛星

を利用した,時 刻及び周波数標準の供給 システムについて調査を行い,国 際

時刻比較については,気 象衛星及び世界測位シ ス テ ムGPS(Globalposi.

tioningSystem)に よる実験の準備を進めた。
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スペクトラム拡散方式を用いたCS仲 介高精度時刻比較実験 で は,車 載

地球局等小型局間で実験を行い,時 刻比較精度1ns程 度を得,ま た 時刻比

較確度向上のための,地 球局局内遅延時間測定法のより高精度化を行った。

8型 式検定 ・校 正 ・性能試験

無線設備の機器の性能に対して,定 められた技術的条件を満足するか否か

を試験によって確認し,証 明するとともに,製 造技術の向上を図り,能 率的

な電波監理の遂行に寄与するものに型式検定がある。

57年度は,MCA(マ ルチ ・チャソネル ・アクセス)陸 上移動局用送 受 信

機が検定対象に加えられるとともに,400MHz帯 の簡易無線機及びFM送

受信機の狭帯化が実施された。同年度の処理件数は,届 出件数20件 を含めて

総計226件 に達 し,合 格率はおよそ90%で あった。なお,58年 度中に,自 動

レーダプロッティソグ機能装置が検定対象に追加される予定であり,こ のた

めの準備を進めている。

他方,57年 度における校正処理件数は53件であった。無線局検査用測定器

をはじめ型式検定用,そ の他の無線測定器の校正は,電 波監理上欠 くことの

できない業務で,校 正範囲の拡大と精度の向上はますます 必要 となってい

る。このほか雑音電界強度測定器1件 の性能試験の委託を受け,国 際無線障

害特別委員会(CISPR)規 格による試験を実施した。


